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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月

売上高 (千円) 4,991,701 6,994,640 8,776,508

経常利益 (千円) 432,110 625,485 798,349

当期純利益 (千円) 241,605 362,167 501,421

純資産額 (千円) 2,918,678 3,192,475 3,693,916

総資産額 (千円) 5,578,251 5,642,352 6,419,180

１株当たり純資産額 (円) 33,811.92 37,446.19 43,323.79

１株当たり当期純利益金額 (円) 2,791.87 4,235.84 5,881.35

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 (円) 2,406.73 3,791.36 5,266.40

自己資本比率 (％) 52.3 56.6 57.5

自己資本利益率 (％) 8.3 11.9 14.6

株価収益率 (倍) 38.68 13.93 5.93

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 457,609 1,427,146 1,382,511

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △1,241,972 △527,089 △900,557

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △506,992 △546,728 △318,266

現金及び現金同等物の期末残高 (千円) 766,642 1,119,969 1,283,658

従業員数

（外、平均臨時雇用者数）
(人)

125

(485)

140

(691)

185

(1,046)

　（注）１．第13期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月

売上高 (千円) 2,013,621 2,744,561 1,729,422 4,209,301 4,915,711 5,007,135

経常利益 (千円) 151,297 303,785 189,218 452,189 450,380 432,634

当期純利益 (千円) 64,254 159,300 99,046 246,341 232,172 299,609

資本金 (千円) 85,260 364,385 1,160,561 1,160,631 1,160,681 1,160,691

発行済株式総数 (株) 16,526 19,386 86,544 86,572 86,592 86,600

純資産額 (千円) 154,005 1,016,006 2,707,404 2,923,414 3,067,216 3,366,846

総資産額 (千円) 1,749,753 2,598,589 4,222,058 5,023,341 5,083,172 5,207,770

１株当たり純資産額 (円) 9,318.98 52,409.27 31,283.56 33,866.78 35,976.97 39,487.78

１株当たり配当額

（うち１株当たり中

間配当額）

(円)
－

(－)

－

(－)

－

(－)

－

 (－)

－

(－)

－

(－)　

１株当たり当期純利

益金額
(円) 4,014.48 8,899.98 1,265.93 2,846.60 2,715.45 3,514.23

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額

(円) － 7,838.83 1,186.39 2,453.91 2,430.51 3,146.79

自己資本比率 (％) 8.8 39.1 64.1 58.2 60.3 64.7

自己資本利益率 (％) 53.7 27.2 5.3 8.7 7.8 8.9

株価収益率 (倍) － 76.40 145.35 37.93 21.73 9.93

配当性向 (％) － － － － － －

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 189,835 370,566 144,741 － － －

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △233,678 △431,288 △318,500 － － －

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 20,522 555,286 1,544,484 － － －

現金及び現金同等物

の期末残高
(千円) 195,707 690,272 2,060,998 － － －

従業員数

（外、平均臨時雇用

者数）

(人)
52

(199)

92

(248)

94

(312)

98

(389)

113

(487)

144

(547)

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．平成16年８月20日付をもって株式１株を10株に分割しております。

３．第10期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、新株予約権の残高がありますが、当社

株式が非上場で店頭登録もしていないことから、期中平均株価の把握ができないため記載しておりません。

４．株価収益率につきましては、当社株式は、平成17年４月６日付で、株式会社名古屋証券取引所に新規上場いた

しましたので第11期より記載しております。

５．当社は平成17年８月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、平成17年10月

20日付をもって所有株式１株を４株に分割いたしました。平成17年８月31日の株価は当該株式分割の権利落

後の株価であり、第11期の株価収益率につきましては権利落後の株価に分割比率を乗じた数値に基づいて計

算しております。

６．第12期は、決算期変更により平成17年９月１日から平成18年２月28日までの６ヶ月間となっております。

７. 第13期から、連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、提出会社のキャッシュ・フローに関する指

標を省略しております。 
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２【沿革】

年月 事項

平成７年１月 時計の販売を主目的として、東京都墨田区墨田に資本金1,000万円で設立

平成８年10月 五大陸　八重洲北口店オープン、飲食店経営に着手

平成13年８月 東京都中央区八重洲の自社ビルに移転

平成15年６月 天地旬鮮　八吉　八重洲店オープン、創作和食の業態に着手

平成15年11月 新潟県にて、２つの漁港及び１つの市場にて買参権（注１）を法人格で取得

平成15年12月 新潟県糸魚川市に新潟営業所を開設

平成16年９月 新潟県浦本漁港の買参権取得

平成16年９月 島根県浜田漁港の準買参権（注２）取得

平成16年９月 島根県浜田市に浜田営業所を開設

平成17年４月 株式会社名古屋証券取引所セントレックスに株式を上場

 平成18年４月 浜田漁港を含む島根県の各漁港が「漁業協同組合　JFしまね」として統合されたことに伴い、島根

県の各漁港(７漁港)の買参権を新たに取得

平成18年９月 ㈱エムアイフードシステム他２社を完全子会社化。都内の19店舗の立地を確保。

平成18年９月 ㈱柚屋を設立（当社100％完全子会社)。青果物等の一括仕入を開始

平成18年12月 ㈱柚屋にて東京都中央卸売市場大田市場における売買参加権(注３)を取得

 平成20年３月 ㈱デイマックス他１社を子会社化。東京都内を中心に17店舗の立地を確保。 

 平成20年８月 宮城県塩釜漁港において、魚類の買付けを開始。

　   （注)１．買参権（ばいさんけん）

買参権には二つの種類があります。一つは、卸売市場でセリ取引に参加することができる権利であります。この買参権を取得す

るには、市場での取引業務に一定期間従事するなどの諸条件をクリアする必要があります。もう一つは、卸売市場のセリの前の段

階、つまり、漁港の漁業協同組合が主催する漁港でのセリ取引で鮮魚を買い付けることができる権利であります。

当社は、これら二つの買参権を既に取得しておりますので、漁港で直接鮮魚を買い付け、それを当社の各店舗並びに取引業者へ

直送することができます。これに対して漁港の買参権を取得していない同業他社は、漁港で直接鮮魚を買い付けることができませ

んので、自社の各店舗に鮮魚を届けるには一般的には複数の流通段階を経ることになります。

また、漁港での買参権の取得は通常、地元関係者に限られているため、地元以外の業者が買参権を利用する場合は地元の買参人

を通して仕入を行うことになります。しかし、当社は法人として買参権を有しているため直接仕入を行うことができます。そして、

それにより当社の鮮魚流通システムの継続性が担保されております。

２．準買参権（じゅんばいさんけん）

賛助会員として正会員と同伴してセリに参加し、正会員を経由して仕入を行うことができる権利を準買参権と称しております。

３．売買参加権(ばいばいさんかけん)

青果物等を取り扱う東京都中央卸売市場大田市場において、セリ取引に参加すること及び同じ売買参加権を取得している者同

士で売買を行うことができる権利をいいます。漁港における買参権と同様、当該権利を法人として有していることにより卸売市場

より直接仕入を行うことが可能となる結果、新鮮、安全な青果物等の継続的な仕入が可能となります。
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３【事業の内容】

　当社グループの事業は、飲食事業、商品卸売事業及びその他事業により構成されております。

　飲食事業は、「本物の食文化の提供」という企業理念のもと従来の居酒屋チェーンとは一味違った「素材へのこだ

わり」と「個室感覚」を基本的なコンセプトとして重視した「天地旬鮮　八吉」及び「五大陸」を主力業態として、

東京23区内を中心に直営店舗を展開しております。主力の飲食事業の各業態別の特徴は以下のとおりであります。

業態 特徴
店舗数

　(注)

天地旬鮮　八吉

店名が示すとおり「天然」、「地物」、「旬」、「新鮮」をテーマに開発した新しい和食業態で

す。天地旬鮮というコンセプトは、買参権の取得で、日本海の鮮魚を直接お客様に提供する流通

システムが確立したことで可能となっております。個室感のある内装で幅広い年齢層の多様な

目的に対応しております。

26

五大陸

五大陸という店名が示すとおりイタリアン、和食、中華など世界の様々な料理とお酒をオリエン

タルな雰囲気で提供するのがコンセプトとなっております。一部のメニューや食材に特化する

のではなく、様々な分野の料理を専門店レベルの創作料理として提供することで、「食」の高度

化、多様化に対応しております。

11

その他の店舗

博多もつ鍋と本格焼酎居酒屋の「博多もつ鍋　黒き」を15店舗、個室、半個室を中心とした創作

和食居酒屋「銀の月」を３店舗、個室メインの焼肉ダイニング「五莉」を２店舗、素材にこだ

わった炙り焼きと創作料理の居酒屋「炙り旬菜　一九」、豊富な飲み物と手作り料理の居酒屋

「だいにんぐばー　零」及び自然派バイキング・ビュッフェ「さんばし」、を各々１店舗出店し

ております。加えて和食とバーとの融合をコンセプトにした、「六角」を３店舗、イタリアンレ

ストラン「イタリアーノ　クアトロ」、ラーメン「十豚」、ステーキ「銀座　スエヒロ」を各々１

店舗ずつ出店しております。さらに平成20年８月には、東京銀座８丁目に「八吉」のコンセプト

をさらに昇華させた高級店の「のど黒屋　銀座本店」を、また平成21年２月には、素材と人を何

よりも大切に考えた居酒屋「数寄屋橋　ばちや」をオープンさせました。

31

 合計  68

　(注)店舗数は平成21年２月28日現在の数であります。

　　また、商品卸売事業は、鮮魚や当社PB商品の卸売を行い、その他事業は、ライセンス販売及び不動産賃貸業等を行っ

ております。

　　事業系統図は次頁図のとおりであります。

　　なお、平成21年２月28日現在、当社は連結子会社を５社所有しております。
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［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

（連結子会社）

名称 住所
資本金
（千円）

主要な事業の内容

議決権の所
有割合
又は被所有
割合
（％）

関係内容

㈱エムアイフードシ

ステム(注)
 東京都中央区 10,000  飲食店経営 100.0

当社の飲食店事業

役員の兼任…４名

㈱ジェイエフピー  東京都中央区 20,000  飲食店経営 100.0
当社の飲食店事業

役員の兼任…４名

㈱デイ・マックス

(注)
 東京都中央区 40,000  飲食店経営 100.0

当社の飲食店事業

役員の兼任…５名

㈲エム・ジェイ  東京都中央区 3,000  飲食店経営 100.0
当社の飲食店事業

役員の兼任…４名

㈱柚屋  東京都大田区 20,000  青果物等の卸売販売 100.0
青果物等の供給

役員の兼任…３名

　（注) ㈱エムアイフードシステム及び㈱デイ・マックスについては、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の

連結売上高に占める割合が10％を超えております。

 主要な損益情報等

㈱エムアイフードシステム　

項　　目 金　　額

売上高 2,508,549千円

経常利益 436,073千円

当期純利益 319,680千円

純資産額 157,875千円

総資産額 1,486,733千円

　㈱デイ・マックス

項　　目 金　　額

売上高 1,339,148千円

経常利益 81,789千円

当期純利益 90,556千円

純資産額 292,042千円

総資産額 761,670千円
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５【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年２月28日現在

会　社　名 従業員数（人）  パートタイマー数（人）

㈱一六堂 144 547

㈱エムアイフードシステム 24 250

㈱ジェイエフピー － －

㈱デイ・マックス 17 249

㈲エム・ジェイ － －

㈱柚屋 － －

合計 185 1,046

（注)１．当社グループは、事業の種類別セグメント情報の記載を省略していますので、会社別の従業員数を記載してお

ります。

     ２．従業員数は就業人員であり、パートタイマー数（アルバイトを含みます。）は、年間の平均人員を記載してお

ります。

　　 ３．従業員数が当連結会計年度において、45名増加しましたのは、平成20年３月に実施いたしました連結子会社の

増加による増加及び店舗増加等の事業拡大に伴う新規採用及び中途採用による増加によるものであります。

(2）提出会社の状況

　 平成21年２月28日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

144(547) 34.90 2.75 4,834,004

　（注）１．平均年間給与は、基準外賃金及びインセンティブを含んでおります。

　　　　２．従業員数は就業人員であり、パートタイマー数（アルバイトを含みます。)は、年間の平均人員を（　）外数で記載

しております。

　　 ３．従業員数が当事業年度において、31名増加しましたのは、主として店舗増加等の事業拡大に伴う新規採用及び

中途採用による増加によるものであります。

(3）労働組合の状況

　当社グループの労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度のわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した世界的な金融危機による世界経済の

減速、株式市場の低迷及び急激な円高の進行などの影響から企業収益が大幅に悪化しており、民間設備投資の減少や

雇用不安がみられたほか、個人消費も冷え込むなど厳しい環境となりました。また、外食産業におきましては、こうし

た外部環境の下での雇用環境の悪化、先行きの不安感などから消費マインドの低下が続き、厳しい状況で推移しまし

た。

　このような状況の中で、当社グループは、平成20年３月に㈱デイ・マックス他１社の株式100％を取得し、17店舗の好

立地物件を確保しました。当社グループは、平成18年９月に子会社化により取得した19店舗を全店黒字化した実績を

ふまえ、新規出店を３店舗におさえ、今回の子会社により取得した17店舗を最大限収益に寄与すべく、業態変更やリ

ニューアルに注力してまいりました。その結果、今期末時点でほぼ全店の黒字化に成功し、来期以降に大きく収益に寄

与するものと予定しております。また、従来取得しております日本海側の買参権に加えて、この度太平洋側の買参権を

取得するための準備が整い、今後の店舗展開に備え更なる仕入体制を拡充するべく、宮城県塩釜漁港の近隣に営業所

を開設いたしました。

　以上の結果、当連結会計年度の業績につきましては、売上高8,776百万円（前年同期比25.5％増）、営業利益は705百万

円（同18.3％増）、経常利益は798百万円（同27.6％増）、当期純利益は501百万円（同38.5％増）となりました。

(2）キャッシュ・フロー

当連結会計年度における当社グループの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による

キャッシュ・フローが1,382百万円の資金増、投資活動によるキャッシュ・フローが900百万円の資金減、財務活動に

よるキャッシュ・フローが318百万円の資金減となりました。その結果、当連結会計年度末の資金残高は、前連結会

計年度末と比較して163百万円増加し、1,283百万円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は1,382百万円(前年同期では1,427百万円の獲得)となりま

した。これは、主として税金等調整前当期純利益を982百万円計上したこと等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当期連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は900百万円(前年同期では527百万円の使用)となりまし

た。これは主として,新規出店に伴う有形固定資産の取得による支出502百万円並びに、連結子会社の株式の取得によ

る支出が405百万円あったこと等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は318百万円(前年同期では546百万円の使用)となりまし

た。これは新規借入金による収入が400百万円、有利子負債の返済による支出が718百万円あったこと等によるもの

であります。 
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２【仕入及び販売の状況】

(1）仕入実績

　当連結会計年度の仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。

品目別
当連結会計年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

前年同期比（％）

アルコール・飲料 （千円） 804,532 124.0

食材 （千円） 1,449,486 116.8

 うち鮮魚 （千円） 368,236 98.6

合計 （千円） 2,254,018 119.3

（注）１．金額は仕入価額によって表示しております。

      ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(2）販売実績

　当連結会計年度の販売実績を業態別に示すと、以下のとおりであります。

業態別
当連結会計年度

（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

前年同期比（％）

飲食事業 （千円） 8,662,810 126.0

 天地旬鮮　八吉 （千円） 4,702,124 116.8

 五大陸 （千円） 1,162,366 101.2

 黒き　 （千円） 1,216,102 157.8

 その他 （千円） 1,582,217 169.9

商品卸売事業 （千円） 64,610 137.4

その他事業 （千円） 49,086 68.2

 ライセンス販売 （千円） 2,000 52.2

 その他 （千円） 47,086 69.1

合計 （千円） 8,776,508 125.5

　（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

　当社グループが属する居酒屋業界は、参入障壁が比較的低いこともあり新規参入が多い半面、退出も少なくなく、

新陳代謝が激しいのが現状であります。近年では、台頭目覚ましい新興勢力のチェーン店の拡大により、既存の大手

フランチャイズ・チェーンや従来の一杯飲み屋型の居酒屋との競争が激化しております。

　こうした中で当社グループは、「本物の食文化の提供」という企業理念のもと、ビジネスチャンスを着実に収益に

顕在化させ、企業価値を高めていくために、以下の点に取り組んでいく方針であります。

(1)競争力について

　当社グループは競争激化に伴う低価格化に対しましては、買参権をフルに活用した比較優位の食材を最大限に生

かし、競争力を強化する方針であります。これによって居酒屋市場が縮小するというアゲインストの風が吹く環境

の中でも、収益の持続的拡大に繋げる方針であります。

(2)出店について

　当社グループは、従来どおり「天地旬鮮　八吉」の出店を加速させることで収益力を強化拡充する方針でありま

す。

　当連結会計年度において、「天地旬鮮　八吉」は、平成20年３月に実施いたしましたM&Aにより取得した店舗群の

業態替え等により６店舗増加しております。「博多もつ鍋　黒き」は、当連結会計年度における増加は、M&Aにより

取得した店舗群の業態替えによる３店舗、既存店舗の業態替えとして２店舗、新規オープンが１店舗の計６店舗の

増加と１店舗の他の業態への変更による減少とがあり、有価証券報告書提出日現在の店舗数は15店舗となっており

ます。

　今後は買参権を最大限活用した質の良い鮮魚を基幹メニューに据えた「天地旬鮮　八吉」を中心に積極的に新規

出店を展開することにより、さらなる顧客を獲得し、リピート客を増やし収益力の増加につなげていく所存であり

ます。

　また、平行して新規業態の開発にも取り組んでおり、当連結会計年度の平成20年８月27日には「天地旬鮮　八吉」

を料理、サービス共にレベルアップを図った「のど黒屋　銀座本店」を開店いたしました。さらに平成19年11月に１

号店を開店いたしました「六角」を当連結会計年度に２店舗の業態替えの実施により、合計３店舗といたしまし

た。その上平成21年２月12日には、素材と人とを大切に考えた居酒屋「数寄屋橋　ばちや」を開店しております。

　今後も新業態の開発・育成は、新たな顧客の呼び込み効果のみならず、既存業態のレベルアップにもつながるもの

と考え、積極的に取り組んでまいります。

(3)人材の確保と有効活用について

　当社グループは、接客サービスに優れた人材を積極的に採用し、ビジネスチャンスを着実に収益成長に繋げる方針

であります。採用に際しましては、綿密な人員計画の策定、パート、アルバイトなど柔軟な雇用形態の利用及び人事

制度の刷新等に取り組むことで、社員数の増加に伴う人件費の増加が収益を圧迫する度合いをできるだけ少なくす

る方針であります。

(4)内部統制の強化について

　当社グループは、平成21年2月28日現在で取締役が７名、監査役が３名、社員が185名の合計195名となっており、内

部統制組織もこの規模に応じたものとなっております。

　当社グループは、平成18年９月と平成20年３月にそれぞれM&Aによりグループ子会社が増加しており、各グループ

子会社の役員は当社役員が兼務し、グループ一元管理体制をとることが当社グループの内部統制強化のためには適

切であると考え、当該体制を実施しております。

(5）事業基盤について

　当社グループは、経営管理体制の向上や財務体質の強化に注力し、事業基盤の安定と充実を図り、先行き更なる業

容の拡大と飛躍に繋げる必要があると考えております。
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４【事業等のリスク】

　以下において、当社グループの事業展開上のリスクについて投資家の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる主な

事項を記載しております。なお、当社グループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生

した場合の対応に努める所存でありますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項目以外の記載内容

も併せて慎重に検討した上、行われる必要があると考えております。また、下記の記載は当社株式への投資に関連する

リスクをすべて網羅するものではありませんので、この点ご留意ください。

　なお、将来に関する事項につきましては有価証券報告書提出日（平成21年５月29日）現在において当社グループが
判断したものであり、さまざまな要因によって実際の結果と異なる可能性があります。

１．経営成績の変動について

　当社グループは、「本物の食文化の提供」という企業理念のもと従来の居酒屋チェーンとは一味違った「素材へ

のこだわり」と「個室感覚」を基本的なコンセプトとして重視した「天地旬鮮　八吉」及び「五大陸」を主力業態

として、東京23区内を中心に直営で飲食事業を展開しております。今後も、「天地旬鮮　八吉」と「五大陸」を主力
業態とする戦略ですが、この戦略が功を奏さない場合は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

２．店舗展開について

　最近５事業年度の業態別出店・閉店・期末店舗数の推移は、下記表のとおりであります。

　「天地旬鮮　八吉」は、当連結会計年度において、３月に実施したM&Aにより取得した店舗の改装等により６店舗
の純増となり26店舗を数えることとなりました。
　「五大陸」については、横浜西口店を他業態への転換を実施したため１店舗減の11店舗となっております。
　その他業態については、当連結会計年度末時点で「博多もつ鍋　黒き」が15店舗、「六角」が３店舗、「銀の月」が
３店舗「焼肉　五莉」が２店舗のほか、新業態として８月に「のど黒屋　銀座本店」を２月には「数寄屋橋　ばち

や」をそれぞれオープンいたしました。

　今後、当社グループが希望する出店予定地が確保できないこと等により、計画どおりの出店ができない場合には、

当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 最近の業態別出店・閉店・期末店舗数の推移

 
平成17年８月期

(第11期)

平成18年２月期

(第12期)

平成19年２月期

(第13期)

平成20年２月期

(第14期)

平成21年２月期

(第15期)

 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数 店舗数

業態 出店 閉店 期末 出店 閉店 期末 出店 閉店 期末 出店 閉店 期末 出店 閉店 期末

八吉 (＊a)5 － 8 2 － 10
 (*b)

8

 (*d)
1

17
 (*f)

3
－ 20

 (*g)
8

2 26

五大陸 － (＊a)1 11 － － 11
 (*b)

1
－ 12

 (*f)
2

 (*e)
2

12 －
 (*h)

1
11

その他 － － 3 1 － 4

 (*b)
 (*d)

17

(*c)
4

17
 (*e)

5

 (*f)
2

20

 (*g)
 (*h)
 (*i)

15

4 31

合計 5 1 22 3 － 25
 (*b)

26
5 46 10 4 52 23 7 68

＊ａ　「五大陸」から「天地旬鮮　八吉」への業態変更した１店舗の出退店を含む。

＊ｂ　平成18年９月に完全子会社化いたしました株式会社エムアイフードシステム及び株式会社ジェイエフピーの
運営店舗19店舗（五大陸1店舗、八吉３店舗、その他15店舗）は、第13期に出店とみなして含んでおります。

＊ｃ　店舗統合による２店舗を含んでおります。

＊ｄ　「天地旬鮮　八吉」から「黒き」への業態変更した１店舗を含んでおります。

＊ｅ　「五大陸」から「黒き」への業態変更した２店舗を含んでおります。

＊ｆ　その他業態から「五大陸　新宿西口店」及び「八吉　新宿二の丸店」へ業態変更した２店舗を含んでおりま

す。

＊ｇ　平成20年３月に完全子会社化いたしました株式会社デイ・マックス及び有限会社エム・ジェイの運営店舗17
　　店舗は第15期に出店とみなして含んでおります。

＊ｈ　「五大陸」から「黒き」へ業態変更した１店舗を含んでおります。

＊ｉ　「八吉　上野中央通り店」を「八吉」と「黒き」に分割したことにより増加した１店舗を含んでおります。

EDINET提出書類

株式会社一六堂(E03455)

有価証券報告書

12/90



３．店舗及びメニューの陳腐化について

　外食産業全体は成熟期に入り、店舗間の競合・競争が激化し、生き残りのために様々な経営戦略が展開されており

ます。具体的には、価格競争による顧客の争奪戦はますます激しさを増している状況であります。

　こうした中で当社グループは、ほぼ全店舗が出店以来、継続して利益を出しておりますが、今後も接客サービスの

向上や新メニューの開発等に努めることで顧客の評価をさらに高めると共に、店舗のブラッシュアップを図り店舗

の陳腐化を避けることにより、既存店の売上を維持する方針であります。しかし、顧客ニーズに沿ったメニュー開発

等ができない場合には、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

４．有利子負債への依存度について

　当社グループは、店舗造作費用・差入保証金等の出店資金及び本社土地建物の購入資金を主に金融機関からの借

入れによって調達しています。当連結会計年度の総資産に占める有利子負債の割合は、21.5％（有利子負債残高
1,378,478千円／総資産6,419,180千円）となり前連結会計年度末の26.6％（有利子負債残高1,500,337千円／総資産
5,642,352千円）と比較して大幅に減少しましたが、いまだに多額の有利子負債を有しております。多額の有利子負
債が残存する間に金利が上昇した場合には当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

５．固定資産について

当社グループでは、新規出店時や業態変更によるリニューアルオープン時に什器備品等の消耗品や販売促進に伴

う費用が一時的に発生するため、大量の新規出店・業態変更等は一時的に当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。また、当該店舗の内装工事の遅れや入居する商業施設等の完成時期のずれ込みが発生した場合にも、

当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。　

６．買参権について

居酒屋業界は、参入障壁が比較的低いこともあって新規参入が多い反面、退出も少なくなく新陳代謝が激しいの

が現状であります。近年では台頭目覚ましい新興勢力のチェーン店の拡大により、既存の大手フランチャイズ・

チェーンや従来の一杯飲み屋型の居酒屋との競争が激化しております。

こうした中で当社グループは、買参権の取得に伴う鮮魚流通システムの確立で食材の差別化を図り、これを武器

にリピート顧客を増大させ、「天地旬鮮　八吉」をはじめ当社グループの全店舗の利益率の向上に繋げる方針であ

ります。当社グループは、平成21年２月末現在、下表の買参権を取得しており、新潟営業所と浜田営業所にて仕入・
一次加工・配送等を行っております。また当連結会計年度において今後の店舗展開に備え、太平洋側の宮城県の塩

釜漁港近隣に営業所を新設いたしました。これら３ヶ所の営業所、下記表にあります10漁港、２卸売市場を拠点とす
ることで、天候等で左右される鮮魚の確保が、安定的に行えるのと同時に、大漁時の安価な仕入の機会が増大いたし

ます。これらがあいまって、「天地旬鮮　八吉」をはじめ当社グループの食材調達の安定化に繋がっております。

  従いまして、これらの買参権が何らかの理由で更新できない場合には、当社グループの業績に影響を与える可能

性があります。

当社の買参権取得状況

取得年月日 取得漁港・市場名

平成15年11月 新潟県糸魚川市場（㈱糸一）

平成15年11月 新潟県姫川漁港

平成15年11月 新潟県能生漁港

平成16年９月 新潟県浦本漁港

平成18年４月 島根県浜田漁港

平成18年４月 島根県大田市漁港

平成18年４月 島根県益田市漁港

平成18年４月 島根県大田市和江漁港

平成18年４月 島根県江津漁港

平成18年４月 島根県仁摩漁港

平成18年４月 島根県恵雲漁港

平成18年11月 地方卸売市場㈱一印上越魚市場

７．人材の確保について

　当社グループは、顧客満足度の向上を通じて競合他社との差別化を図るために、また積極的な店舗展開を伴う業

績拡大のためにも優秀な人材の確保が最優先課題と考えております。

　従いまして、当社グループは、これまで待遇、業務内容、コミュニケーション面において従業員が満足できる諸施

策を採ってまいりました。

　今後とも、新卒採用を中心に中途採用も併せて、継続的に人材の確保に注力してまいります。しかし、当社グルー

プが必要とするレベルに達した人材の確保が計画どおりに進まない場合や、現在在籍している人材が大量に退職

するような場合には当社グループの事業展開が制約される可能性があり、当社グループの業績も影響を受ける可

能性があります。

８．特有の慣行に基づく取引にかかる損害について

　当社グループは飲食事業を展開するにあたり、店舗オーナーと賃貸借契約を結び保証金の差入れを行っており
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ます。オーナーの破産等により敷金や保証金の回収不能が発生した場合、当社グループの業績に影響を与える可

能性があります。

９．法規制について

ａ．食品衛生法について

当社グループは、飲食店として食品衛生法により規制を受けております。食品衛生法は、飲食に起因する衛生上の

危害の発生防止及び公衆衛生の向上及び増進に寄与することを目的としており、飲食店を営業するに当たっては、

食品衛生管理者を置き、厚生労働省令の定めるところにより、都道府県知事の許可を受けなければなりません。ま

た、食中毒事故を起こした場合等、食品衛生法の規定に抵触した場合、店舗における在庫等の廃棄処分、営業許可の

取消し、営業停止等の処分を受けることがあります。今後、食品衛生法の規定に抵触し、営業停止等の処分を受けた

場合、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。

ｂ．短時間労働者（パートタイマー等）への厚生年金の適用拡大について

現在、厚生労働省では短時間労働者に対する厚生年金・健康保険の適用基準を拡大する案が検討されておりま

す。当社においては、すでに法令に準拠した取組みを実施済みであります。しかしながら、当社では外食という業種

柄、短時間労働者（パート・アルバイト）を多人数雇用しており、これらの法制度改正動向によっては、費用負担の

増加等により経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

10. 食の安全について

昨今の中国産食材など食の安全性を脅かす問題に対し、当社グループにおきましては、トレーサビリティ（生産

履歴）の追求等食材の品質管理を最重要課題として認識しております。

中国産食材等各種食品偽装の問題に関して、当社グループの主要食材である生鮮魚介類への影響はほとんどあり

ませんでしたが、万が一生鮮魚介類において同様の問題が発生した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に

影響を及ぼす可能性があります。

11. 知的財産権について
　当社は、「八吉」、「五大陸」、「天地旬鮮」、「接待居酒屋」、「黒きkuroki」、「六角」、「のど黒屋」等の店舗ブ
ランド等について商標権の登録を行っております。現時点まで店舗ブランドに関してトラブルが生じた事実はあり

ませんが、店舗ブランドに関してトラブルが生じた場合、当社の業績及び今後の事業展開が影響を受ける可能性が

あります。なお、「ばちや」については有価証券報告書提出日現在登録申請中であります。

12．ストックオプションと株式の希薄化について
当社では、社員の業績向上に対する士気を高め、また、優秀な人材を獲得する目的で、新株予約権を付与しており

ます。平成21年２月期末現在、新株予約権による潜在株式総数は10,793株であり、これらの新株予約権が全て行使さ
れるといたしますと、発行済株式総数及び新株予約権による潜在株式数の合計97,393株の11.1％に相当いたします。
付与された新株予約権の行使により発行された新株は、将来的に当社株式価値の希薄化や需給関係へ影響をもた

らし、当社株式の株価形成へ影響を及ぼす可能性があります。

13．災害及びシステム障害等について　
当社グループにおきましては、店舗の売上管理、食材の受発注、勤怠管理等の店舗システムの運営管理は、専門の

外部業者を利用し、バックアップ体制を充分に構築しておりますが、災害やウィルスの侵入等の不測の事態により

システム障害が発生した場合には、当社グループの運営に支障をきたすことにより当社グループの業績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。

14．リサイクル法について　
　当社グループは「食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律」（以下「食品リサイクル法」）による規制を

受けております。「食品リサイクル法」により、食品関連事業者は食品廃棄物の発生の抑制、減量化、再利用に取り

組むことを義務づけられておりますが、法的規制の強化等により設備投資等の新たな費用が発生した場合には、当

社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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５【経営上の重要な契約等】

　買参権の契約

契約先 契約年月 契約の内容 期間

株式会社糸一（※５） 平成15年11月 鮮魚仲買人

（新潟県糸魚川市場）

期間１年（期間満了１ヶ月

前迄に双方いずれかより本

契約解除の意思表示がない

ときは、毎年自動的に延長

するものとする）（※１）

上越漁業協同組合 平成18年１月 水産物等売買取引

（新潟県姫川漁港・能

生漁港・浦本漁港）

期間３年（３年毎にこれを

更新する）（※２、３）

漁業協同組合JFしまね 平成18年３月 水産物等売買取引

（島根県浜田漁港・恵

曇漁港・益田市漁港・

大田市和江漁港・他３

漁港）

期間３年（期限前１ヶ月前

迄に双方から異議の申し出

がない場合、本契約は更新

したものとみなす）

（※４）

地方卸売市場株式会社一印上

越魚市場

平成18年11月 水産物等売買取引

（地方卸売市場）

期間５年（期間満了時に書

面による保証取り止めの申

出がないときは更にそのま

ま五年間本契約を更新した

ものとする。）

東京神田青果物商業協同組合 平成18年12月 青果物及び青果物加工

品の取引

(東京都中央卸売市場大

田市場)

 期間なし。(ただし権利剥奪

に値する行為があった場合

にはこの限りではない。)

※１．平成20年10月迄に、双方より解除の意思表示がなかったため自動的に延長されております。

※２．従前の糸魚川漁業協同組合、新潟県漁業共同組合連合会及び浦本漁業協同組合が統合され、上越漁業協同組

合となり、新たに契約を締結いたしました。それぞれの契約内容に大きな変更はありません。

※３．平成20年12月迄に、双方から異議の申し出がなかったため、自動的に更新したものとみなしております。

※４．平成21年２月迄に、双方から異議の申し出がなかったため、自動的に更新したものとみなしております。

※５．糸一印株式会社　糸魚川魚市場から営業譲渡により従来の事業を継続しております。契約内容に変更はあり

ません。

６【研究開発活動】

　該当事項はありません。
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７【財政状態及び経営成績の分析】

　当連結会計年度の財政状態、経営成績の分析は、以下のとおりであります。

(1)財政状態の分析

　当連結会計年度末における資産の部は、6,419,180千円、負債の部は2,725,264千円、純資産の部は3,693,916千円と

なりました。この結果、自己資本比率は57.5％となっております。

①　流動資産

　流動資産は、1,888,250千円であります。流動資産のうち主なものは、現金及び預金が1,359,189千円、売掛金が

129,255千円、商品が170,127千円であります。前連結会計年度と比較いたしますと、主に現金及び預金の増加によ

り流動資産は、278,876千円増加しております。

　なお流動資産÷流動負債で表される流動比率は、118.3％であります。

②　固定資産

　固定資産は4,530,929千円であります。固定資産のうち主なものは、以下に記載するとおりであります。

　 建物
工具器具及び備
品

土地 のれん 敷金保証金

取得価額（千円） 2,898,638 820,215 577,891 － －

減価償却累計額

　　　　（千円）
1,344,415 603,009 － － －

帳簿価額（千円） 1,554,222 217,205 577,891 624,144 1,327,719

　固定資産は、前連結会計年度と比較いたしまして497,951千円増加しております。

　増加理由といたしましては、平成20年３月に実施したM&Aに係るのれん代が275,888千円計上されていることに

加えて、新規出店等により、敷金保証金が253,239千円増加していること等によるものであります。

　また、当社グループは設備投資等に関する指標として、「投下資本利益率」（ROI）を重視しております。当社グ

ループ全体での当該指数は40.9％と、敷金保証金を含んだ設備投資額を約２年間強で計上した利益により回収で

きております。

③　流動負債

　流動負債は、1,596,055千円であります。流動負債のうち主なものは、買掛金154,592千円、１年以内返済予定長期借

入金が330,103千円、未払金が370,432千円そして未払法人税等が496,640千円であります。

　前連結会計年度と比較いたしまして、457,743千円の増加となっております要因としては、税務当局からの指導に

より、修正申告に応じた分も含めた税金債務の増加と、店舗数増加による未払債務（買掛金、未払金等）の増加に

よるものであります。

④　固定負債

　固定負債は、1,129,208千円であります。固定負債のうち主なものは、社債が20,000千円、長期借入金が892,207千

円、長期前受収益が192,654千円であります。

　前連結会計年度と比較して、182,356千円の減少となっております。社債は償還期の到来によって大幅に減少しま

したが長期借入金はM&A後の改装資金等として400,000千円を新たに調達しているため、約定返済分と併せまし

ても微増となっております。

⑤　純資産の部

　当連結会計年度の純資産の部は、3,693,916千円であります。純資産の部の内訳は、資本金1,160,691千円、資本剰余

金1,219,761千円、利益剰余金1,432,285千円及び自己株式△118,821千円であります。
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(2)経営成績の分析

①　売上高

　当連結会計年度の売上高は、8,776,508千円となりました。売上高は以下のように推移しております。なお平成18

年２月期は決算期変更による６ヶ月間の数値であります。平成18年２月期以前は当社単体における数値であり、

また平成19年２月期は平成18年９月に19店舗を有する㈱エムアイフードシステム等の完全子会社化に伴います

これら子会社の売上高を含む当社グループにおける数値となっております。

　対前年比では、1,781,867千円増加をしておりますが、これは当連結会計年度中に17店舗を運営していた、株式会

社デイ・マックス及び有限会社エム・ジェイのグループ化に伴う増加によるものが大半を占めます。また、既存

店舗も同業他社が苦戦を強いられている中、前年越えを実現していることも付け加えさせていただきます。

　
第11期

（平成17年８月期）
第12期

（平成18年２月期）
第13期 

 (平成19年２月期)
第14期 

 (平成20年２月期)
第15期 

 (平成21年２月期)

金額（千円） 2,744,561 1,729,422 4,991,701 6,994,640 8,776,508

　当社は、漁港に水揚げされた鮮魚をその場で買い付けることができる権利である買参権を取得し、それに伴い新

潟県糸魚川市、島根県浜田市に加えて今後の買参権取得を視野に入れ８月に開設した宮城県の塩竈市も含めそれ

ぞれ営業所を開設しております。同営業所は、漁港で直接鮮魚を仕入れ、干物等の加工を行うと同時に「天地旬鮮

　八吉」を中心とする当社グループの各店舗並びに取引業者へ発送を行っております。買参権の取得に伴う営業

所の開設で、鮮魚を直接お客様に提供する流通システムが確立いたしました。その強みを生かすべく、先行き「天

地旬鮮　八吉」業態を中心に新規出店を行っていく予定であり、当連結会計年度においても「天地旬鮮　八吉」を

M&Aで取得した店舗のリニューアル等により純増で６店舗の合計26店舗となりました。

②　営業利益

　当連結会計年度の売上高は8,776,508千円、売上原価は2,240,371千円、販売費及び一般管理費は5,831,006千円と

なっております。この結果、売上総利益は6,536,136千円、営業利益は705,130千円となっております。

　なお、売上原価率は25.5％と昨年度(26.2％）と比較いたしまして0.7ポイント改善されております。鮮魚仕入量の

コントロールと、各メニューのポーション管理等により改善できたものと認識しております。

　一方、売上高営業利益率は8.0％と前連結会計年度(8.5％)と比較いたしまして、0.5ポイント下落しております。

M&Aを実施した店舗の改装に伴う休業中の人件費、家賃等の固定費がかさんだことが要因の一つとしてあげられ

ます。売上高に対する販売費及び一般管理費の比率も66.5％と前連結会計年度(65.3％)と比較し、若干の増加とな

りました。

　また、外食産業の経費効率を表す指標として、「FLコスト比率」があげられます。これは売上高に占めるF(原材

料費）とL（人件費）の合計額が占める割合であります。標準的なFLコスト比率は60％から65％といわれている

中で、当社は48.7％を実現しております。買参権を利用した鮮魚仕入や売買参加権を利用した青果物等の仕入など

が代表される原価率の低減と、人件費が安価なのではなく「一人当たりの売上高」が高いことからくる、人件費

率の低減を両立しなければ、この指数は実現できないと考えております。

③　経常利益

　当連結会計年度の経常利益は798,349千円となっております。当連結会計年度における営業外損益の主な内容は、

営業外収益として協賛金収入110,605千円、営業外費用として支払利息31,423千円が計上されております。結果、売

上高対経常利益率は前連結会計年度の8.9％から9.1％とわずかながら改善されております。

　当社グループは、数ある指標の中でこの「売上高対経常利益率」の指数を最重要と位置づけております。むやみ

な「規模の拡大」をせず、常に規模に応じた必要利益を設定しながらその実現のためにまい進し続けることが株

主様をはじめとするステークホルダーの方々のご期待に沿うものだと考えております。

　飲食業の当該指数は、５％実現すれば優良企業と位置づけられる中で当社は、10％を一つの通過ラインとして設

定しております。当連結会計年度は及びませんでしたが、利益率アップのための様々な取り組みを今後も続けて

まいります。
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④　当期純利益

　当期純利益は501,421千円となっております。当連結会計年度における特別損益の主な内容は、特別利益として

「天地旬鮮　八吉　秋葉原ワシントンホテル店」明け渡しに伴う損害賠償金等が354,000千円計上され、特別損失と

して固定資産除却損が51,092千円、店舗設備の減損損失64,112千円及び撤退店舗の原状回復費用等の損失29,152千

円等があり、合計176,489千円計上され、税金等調整前当期純利益が982,500千円となっております。さらに法人税

等が税効果会計調整後で481,079千円計上されております。

　その結果、売上高対利益率は、前連結会計年度の5.2％から5.7％へと改善しております。

　ROE(自己資本利益率)は、当連結会計年度では14.6％であります。前連結会計年度と比較いたしましても、2.7ポイ

ントの上昇を実現しており、平成17年度の飲食料品小売業平均4.3%（中小企業庁調べ）を大きく上回る結果と

なっております。

(3)資本の財源及び資金の流動性についての分析

　　「第２(事業の状況)１（業績等の概要)(2)キャッシュ・フロー」に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループでは、店舗展開の拡大及び収益基盤の拡大を図るため、平成20年３月に取得した株式会社デイ・マック

ス及び有限会社エム・ジェイの運営店舗の改装を中心に総額502,712千円の設備投資を実施いたしました。その主な内

容は、「天地旬鮮　八吉」８店舗、「博多もつ鍋　黒き」６店舗、新業態２店舗（のど黒屋、数寄屋橋ばちや）の出店で

あります。（出店数は業態及び店名変更を含みます。）

　当連結会計年度において重要な設備の除却は以下のとおりであります。

会社名 店舗名等（除却事由） 資産種類 除却金額(千円)

 当　　社  八吉　新橋店（閉鎖）

 建物 29,655

 工具器具及び備品 8,135

 合　　計 37,790

２【主要な設備の状況】

当社の主要な設備は、以下のとおりであります。

(1）提出会社
　 平成21年２月28日現在

事業所名
（所在地）

帳簿価額（千円）
従業員数
（人）

建物
機械及び
装置

工具器具
及び備品

車両運搬具
土地

（面積㎡）
合計

本社

（東京都中央区）
40,112 72 2,128 8,759

555,497

(141.86)
606,570

14

（―)

新潟営業所

（新潟県糸魚川市）
665 ― 1,229 108 ― 2,003

1

(1)　

浜田営業所

（島根県浜田市）
17,472 456 6,050 828

22,393

(716.67)
47,200

4

(5)　

塩釜営業所

（宮城県塩竈市）
― ― ― 692 ― 692

1

(―)　

店舗35店舗

（東京都内27店舗、埼玉

県２店舗、神奈川県３店

舗、愛知県３店舗）

763,891 313 98,397 ― ― 862,602
124

(541)　

　（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。

２．従業員数は就業人員であり、パートタイマー数(アルバイトを含みます。）は、年間の平均人員を(　)外数で記載

しております。

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 数量 リース期間（年）
年間リース料

（千円）

リース契約残高

（千円）

店舗営業用機器等

（所有権移転外のファイナン

ス・リース）

一式  ５ 68,830 156,312

事務用機器等

（所有権移転外のファイナン

ス・リース）

一式  ５ 3,791 10,640

(2）国内子会社
　 平成21年２月28日現在

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業
員数
（人）

建物及び
構築物

機械及び
装置

車両運搬
具

工具器具
及び備品

合計

㈱エムアイフードシステム
店舗

（東京都千代田区等）
 店舗設備 497,329 ― ― 55,449 552,778

24

(250)　

㈱ジェイエフピー
店舗

（東京都豊島区等）
 店舗設備 25,051 ― ― 5,763 30,814

―

　(―)

㈱デイ・マックス
店舗

（東京都豊島区等）
 店舗設備 209,699 344 ― 48,187 258,231

17

　(249)

㈱柚屋
大田市場

（東京都大田区）
 車両運搬具 ― ― 527 ― 527

―

　(―)

　（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。
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２．従業員数は就業人員であり、パートタイマー数(アルバイトを含みます。）は、年間の平均人員を(　)外数で記載

しております。

３．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。

名称 数量 リース期間（年）
年間リース料

（千円）

リース契約残高

（千円）

店舗営業用機器等

（所有権移転外のファイナン

ス・リース）

一式  ５ 25,969 88,559

事務用機器等

（所有権移転外のファイナン

ス・リース）

一式  ５ 969 3,129

３【設備の新設、除却等の計画】

　当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。なお、

有価証券報告書提出日現在における重要な設備の新設、除却等の計画は次のとおりであります。

(1）重要な設備の新設

①提出会社

　次期連結会計年度における新店計画は、「天地旬鮮　八吉」を６月に１店舗を開店する予定であります。

会社名
事業所名
（所在地）

設備の内容

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定
完成後の
増加席数総額

（千円）
既支払額
（千円）

着手 完了

㈱一六堂

天地旬鮮　八吉

秋葉原中央口店（仮）

　

(東京都千代田区)

店舗設備等　 50,000 20,000 借入
平成21年６月

　

平成21年６月

　
154　

②国内子会社

　該当事項はありません。

(2）重要な改修及び除却

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 310,000

計 310,000

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成21年２月28日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年５月29日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 86,600 86,600
名古屋証券取引所

（セントレックス）

権利内容に何ら限定のない、

当社における標準となる株

式。

又、当社は単元株制度は採用

しておりません。

計 86,600 86,600 － －

　「提出日現在発行数」欄には、平成21年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①　平成16年８月26日臨時株主総会において特別決議された第１回新株予約権の状況

 
事業年度末現在

（平成21年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成21年４月30日）

新株予約権の数 2,357個 2,357個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 9,428株 9,428株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき 2,500円 １株につき 2,500円

新株予約権の行使期間
平成18年８月27日から

平成26年８月26日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　2,500円

資本組入額　2,500円

発行価格　　2,500円

資本組入額　2,500円

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項  －  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  －

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整します。ただし、かかる調

整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行

われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合又は当社が

完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に応

じ必要と認める株式数の調整を行うことができます。
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２．本新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された１株当たりの払込み金額

（以下、「行使価額」という）に各新株予約権の目的たる株式の数を乗じた額とします。なお、調整後の行使

価額は、１円未満の端数を切り上げます。

(1）当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2）当社が時価を下回る価額で新株を発行（商法等の一部を改正する法律（新株予約権（新株予約権付社債も

含む）の行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く。）する場合又

は、当社が時価を下回る価額で自己株式を処分する場合（以下の算式において、新規発行には処分も含む

ものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり処分価額と読み替えるものとする。）

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式を含みません。

３．新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。

(1）新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社の取締

役及び従業員の地位にあることを要するものとします。また、新株予約権者のうち、当社の取引先について

は、権利行使時においても、当社と取引関係を有するものとします。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとします。

(3）その他の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約」に定められております。

４．新株予約権の消却事由及び消却の条件は、次のとおりであります。

(1）当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書、又は当社が分割会社となる会

社分割についての分割計画書・分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない会社分

割の場合は取締役会決議）がなされたとき、並びに株式移転の議案につき株主総会の決議がなされたとき

は、新株予約権を無償にて消却することができます。

(2）新株予約権者が、上記３(1）(2）に定める規定に基づく新株予約権の行使の条件を満たさず、新株予約権を

行使できなくなった場合は、新株予約権を無償で消却できます。

(3）その他の消却事由及び消却条件については、平成16年８月26日開催の臨時株主総会決議及び同日開催の取

締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定められてお

ります。

５．新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要するものとします。

６．平成17年８月15日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年10月20日付で１株を４株とする株式分割を行っ

ております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

７．提出日の前月末現在６名退職及び権利行使により、新株予約権が36個失権しております。
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②　平成16年８月26日臨時株主総会において特別決議された第２回新株予約権の状況

 
事業年度末現在

（平成21年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成21年４月30日）

新株予約権の数 50個 50個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 200株 200株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき 2,500円 １株につき 2,500円

新株予約権の行使期間
平成18年８月27日から

平成26年８月26日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　2,500円

資本組入額　2,500円

発行価格　　2,500円

資本組入額　2,500円

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整します。ただし、かかる調

整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行

われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合又は当社が

完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に応

じ必要と認める株式数の調整を行うことができる。

２．本新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された１株当たりの払込み金額

（以下、「行使価額」という）に各新株予約権の目的たる株式の数を乗じた額とします。なお、調整後の行使

価額は、１円未満の端数を切り上げます。

(1）当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2）当社が時価を下回る価額で新株を発行（商法等の一部を改正する法律（新株予約権（新株予約権付社債も

含む）の行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く。）する場合又

は、当社が時価を下回る価額で自己株式を処分する場合（以下の算式において、新規発行には処分も含む

ものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり処分価額と読み替えるものとする。）

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式を含みません。

３．新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。

(1）新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社の取締

役及び従業員の地位にあることを要するものとします。また、新株予約権者のうち、当社の取引先について

は、権利行使時においても、当社と取引関係を有するものとします。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとします。

(3）その他の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約」に定められております。
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４．新株予約権の消却事由及び消却の条件は、次のとおりであります。

(1）当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書、又は当社が分割会社となる会

社分割についての分割計画書・分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない会社分

割の場合は取締役会決議）がなされたとき、並びに株式移転の議案につき株主総会の決議がなされたとき

は、新株予約権を無償にて消却することができます。

(2）新株予約権者が、上記３(1）(2）に定める規定に基づく新株予約権の行使の条件を満たさず、新株予約権を

行使できなくなった場合は、新株予約権を無償で消却できます。

(3）その他の消却事由及び消却条件については、平成16年８月26日開催の臨時株主総会決議及び同日開催の取

締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に定められてお

ります。

５．新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要するものとします。

６．平成17年８月15日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年10月20日付で１株を４株とする株式分割を行っ

ております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

７．提出日の前月末現在１名退職及び権利行使により、新株予約権が14個失権しております。

　

③　平成16年８月26日臨時株主総会において特別決議された第３回新株予約権の状況

　
事業年度末現在

（平成21年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成21年４月30日）

新株予約権の数 182個 182個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 728株 728株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき 2,500円 １株につき 2,500円

新株予約権の行使期間
平成18年８月27日から

平成26年８月26日まで
同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　　2,500円

資本組入額　1,250円

発行価格　　2,500円

資本組入額　1,250円

新株予約権の行使の条件 （注）３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ 同左

代用払込みに関する事項  －  －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  －  －

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整します。ただし、かかる調

整は本件新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行

われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てます。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合又は当社が

完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に応

じ必要と認める株式数の調整を行うことができる。
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２．本新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された１株当たりの払込み金額

（以下、「行使価額」という）に各新株予約権の目的たる株式の数を乗じた額とします。なお、調整後の行使

価額は、１円未満の端数を切り上げます。

(1）当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2）当社が時価を下回る価額で新株を発行（商法等の一部を改正する法律（新株予約権（新株予約権付社債も

含む）の行使による場合及び当社の普通株式に転換できる証券の転換による場合を除く。）する場合又

は、当社が時価を下回る価額で自己株式を処分する場合（以下の算式において、新規発行には処分も含む

ものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当たり処分価額と読み替えるものとする。）

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、算式中の既発行株式数には当社が保有する自己株式を含みません。

３．新株予約権の行使の条件は、次のとおりであります。

(1）新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社の取締

役及び従業員の地位にあることを要するものとします。また、新株予約権者のうち、当社の取引先について

は、権利行使時においても、当社と取引関係を有するものとします。

(2)新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとします。

(3)その他の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結

する「新株予約権割当契約」に定められております。

４．新株予約権の消却事由及び消却の条件は、次のとおりであります。

(1）当社が消滅会社となる合併契約書、当社が完全子会社となる株式交換契約書、又は当社が分割会社となる会

社分割についての分割計画書・分割契約書について株主総会の承認（株主総会の承認を要しない会社分

割の場合は取締役会決議）がなされたとき、並びに株式移転の議案につき株主総会の決議がなされたとき

は、新株予約権を無償にて消却することができます。

(2）新株予約権者が、上記３(1）(2）に定める規定に基づく新株予約権の行使の条件を満たさず、新株予約権を

行使できなくなった場合は、新株予約権を無償で消却できます。

(3）その他の消却事由及び消却条件については、平成16年８月26日開催の臨時株主総会決議及び平成17年８月

15日開催の取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者との間で締結した「新株予約権割当契約」に

定められております。

５．新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要するものとします。

６．平成17年８月15日開催の取締役会の決議に基づき、平成17年10月20日付で１株を４株とする株式分割を行っ

ております。これにより「新株予約権の目的となる株式の数」、「新株予約権の行使時の払込金額」及び

「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」が調整されております。

７．提出日の前月末現在37名退職及び権利行使により、新株予約権が61個失権しております。
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④　平成17年11月29日第11回定時株主総会において特別決議された第４回新株予約権の状況

 
事業年度末現在

（平成21年２月28日）
提出日の前月末現在
（平成21年４月30日）

新株予約権の数 437個 437個

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 437株 437株

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき 179,864円 １株につき 179,864円

新株予約権の行使期間
平成19年11月30日から

平成27年11月29日まで

平成19年11月30日から

平成27年11月29日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額

発行価格　 179,864円

資本組入額　89,932円

発行価格　 179,864円

資本組入額　89,932円

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 （注）５ （注）５

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － －

　（注）１．当社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。ただし、

かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の数について

のみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合はこれを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合又は当社が

完全子会社となる株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合、当社は、合併比率等に応

じ必要と認める株式数の調整を行うことができる。

２．本新株予約権発行後下記の各事由が生じたときは、下記の各算式により調整された１株当たりの払込み金額

（以下、「行使価額」という）に各新株予約権の目的たる株式の数を乗じた額とする。なお、調整後の行使価

額は、１円未満の端数は、これを切り上げる。

(1）当社が株式分割又は株式併合を行う場合

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

(2）当社が時価を下回る価額で新株式を発行（新株予約権の行使の場合を除く。）又は自己株式を処分する場

合（以下の算式において、新規発行には処分も含むものとし、その場合の１株当たり払込金額は１株当た

り処分価額と読み替えるものとする。）

調整後行使価額＝調整前行使価額×
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整前行使価額

既発行株式数＋新規発行株式数

なお、上記計算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総

数を控除した数とする。

３．新株予約権の行使の条件は、次のとおりである。

(1）新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という）は、権利行使時においても、当社又は当

社子会社の取締役、監査役、従業員及び従業員に準ずる地位にあることを要す。

(2）新株予約権者が死亡した場合は、相続を認めないものとする。

(3）その他の権利行使の条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約権者と

の間で締結する「新株予約権割当契約」において定められている。
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４．新株予約権の消却事由及び消却の条件は、次のとおりである。

(1）当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案、当社が完全子会社となる株式交換契約書承認の議案又は株

式移転の議案が株主総会で承認されたときは、当社は新株予約権を無償で消却することができる。

(2）新株予約権者が、上記３に定める条件を満たさなくなったときは、新株予約権を無償で消却することができ

る。

(3）その他の消却事由及び消却条件については、株主総会決議及び取締役会決議に基づき、別途当社と新株予約

権者との間で締結する「新株予約権割当契約」において定められている。

５．新株予約権の譲渡制限

新株予約権を譲渡については、取締役会の承認を要するものとします。

６．提出日の前月末現在33名退職により、新株予約権が199個失権しております。

（３）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。
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（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成16年８月20日(注)1 14,400 16,000 － 80,000 － －

平成16年８月28日(注)2 526 16,526 5,260 85,260 － －

平成16年12月３日(注)3 610 17,136 30,500 115,760 30,500 30,500

平成17年４月５日(注)4 2,250 19,386 248,625 364,385 393,075 423,575

平成17年10月20日(注)5 58,158 77,544 － 364,385 － 423,575

平成18年２月15日(注)6 9,000 86,544 796,176 1,160,561 796,176 1,219,751

平成18年11月９日及び

平成18年11月24日(注)7
28 86,572 70 1,160,631 － 1,219,751

平成19年11月７日(注)8 20 86,592 50 1,160,681 － 1,219,751

平成21年１月９日(注)9 8 86,600 10 1,160,691 10 1,219,761

　（注）1．株式分割　　　（1:10）

2．有償第三者割当

発行価額　　　10,000円

資本組入額　　10,000円

割当先　　　　当社の役員及び従業員等12名

3．有償第三者割当

発行価額　　　100,000円

資本組入額　　 50,000円

割当先　　　　当社の役員、社員持株会及び取引先

4．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　310,000円

引受価額　　　285,200円

発行価額　　　221,000円

資本組入額　　110,500円

払込金総額　　641,700千円

5．株式分割　　　（1:4）

6．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　186,240円

発行価額　　　176,928円

資本組入額　　 88,464円

払込金総額　　1,592,352千円

7．新株予約権行使

発行価格　　　  2,500円

資本組入額　　  2,500円

割当先　　　　当社の従業員２名

8．新株予約権行使

発行価格　　　  2,500円

資本組入額　　  2,500円

割当先　　　　当社の取引先１名

9．新株予約権行使

発行価格　　　  2,500円

資本組入額　　  1,250円

割当先　　　　当社の従業員１名
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（５）【所有者別状況】

　 平成21年２月28日現在

区分

株式の状況
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） 1 3 8 30 5 2 1,082 1,131 －

所有株式数

（株）
20 2,894 371 4,706 3,470 2 75,137 86,600 －　

所有株式数の

割合（％）
0.02 3.34 0.42 5.43 4.00 0.00 86.76 100.00 －

（注）「個人その他」の欄には自己株式1,337株が含まれております。

（６）【大株主の状況】

　 平成21年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

柚原　洋一 東京都江東区 51,960 60.00

城野　親徳 東京都渋谷区 2,831 3.26

コメルツバンク（サウスイー

ストアジア）リミテッド

（常任代理人　㈱みずほコー

ポレート銀行兜町証券決済業

務室）

８ SHENTON WAY,

HEX 36-01 TEMASEK TOWER 

SINGAPORE 068811

（東京都中央区日本橋兜町６番７号）

2,320 2.67

野村信託銀行株式会社（投信

口)
東京都千代田区大手町２丁目２－２ 1,541 1.77

有限会社STアドバイザー
埼玉県さいたま市大宮区大成町１丁目212

－３
1,400 1.61

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 1,154 1.33

吉田　秀徳 埼玉県さいたま市浦和区 1,112 1.28

株式会社　ユニカフェ 東京都港区西新橋２丁目11－９ 980 1.13

牧野建設株式会社 埼玉県春日部市増富337－６ 896 1.03

一六堂社員持株会 東京都中央区八重洲１丁目８－９ 785 0.90

計 － 64,979 75.03

 （注）上記のほか、自己株式が1,337株あります。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成21年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式　　　 1,337
－

権利内容に何ら限定の

ない、当社における標準

となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　    85,263 85,263 同上

端株 － － －

発行済株式総数 86,600 － －

総株主の議決権 － 85,263 －

②【自己株式等】

　 平成21年２月28日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

 ㈱一六堂

東京都中央区八重洲

一丁目８番９号 
1,337 － 1,337 1.54

計 － 1,337 － 1,337 1.54
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（８）【ストックオプション制度の内容】

　当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。当該新株予約権制度は、旧商法第

280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権を発行する方法によるものであります。

　新株予約権の内容は以下のとおりであります。

（平成16年８月26日臨時株主総会決議）

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成16年８月26日臨時株主総会終結時に在任する当社取

締役、当社子会社取締役及び各付与日（第１回、第２回は平成16年８月26日、第３回は平成17年８月15日）現在在

籍する当社従業員及び当社子会社従業員の一部並びに取引先の一部に対して有利な条件をもって新株予約権を

発行することを、平成16年８月26日の臨時株主総会において特別決議されたものであります。

①　第１回新株予約権

決議年月日 平成16年８月26日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役５名

当社従業員24名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

②　第２回新株予約権

決議年月日 平成16年８月26日

付与対象者の区分及び人数 当社取引先２名

当社子会社取締役１名

当社子会社従業員１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

③　第３回新株予約権

決議年月日 平成16年８月26日

付与対象者の区分及び人数 当社取締役１名

当社従業員85名

当社子会社取締役１名

当社子会社従業員１名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上
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新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

（平成17年11月29日定時株主総会決議）

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、付与日（平成18年４月21日）現在在籍する当社従業員の一

部に対して有利な条件をもって新株予約権を発行することを、平成17年11月29日の定時株主総会において特別決議

されたものであります。

④　第４回新株予約権

決議年月日 平成17年11月29日

付与対象者の区分及び人数 当社従業員87名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上

新株予約権の行使時の払込金額 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　該当事項はありません。

（１）【株主総会決議による取得の状況】

該当する事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

該当する事項はありません。

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当する事項はありません。

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

株式数（株）
処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取得

自己株式
－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 1,337 － 1,337 －

  (注)当期間における保有自己株式には、平成21年５月１日からこの有価証券報告書提出日までの取得自己株式は含まれ

ておりません。

EDINET提出書類

株式会社一六堂(E03455)

有価証券報告書

33/90



３【配当政策】

　当社は、急激に変化する昨今の経済状況やその他の事業環境に柔軟に対応し、事業構造の改革を継続的に実施する必

要性に鑑み、各期の利益状況、翌期以降の見通し、配当性向、設備投資等の内部資金需要等を基準として、配当方針を決

定しております。

　また当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、これらの剰余金の配当

の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。当社は会社法454条第５項に

基づき、「取締役会の決議によって、毎年８月31日を基準日として中間配当をすることができる」旨を定款に定めて

おります。

　これまで平成17年の株式上場以来、内部留保資金につきましては、今後の事業展開と競争力確保のため、設備投資の

ため及びお客様サービスのより一層の充実等のために有効投資を継続しておりましたが、当期の配当につきまして

も、企業体質等の強化等の更なる充実を図る必要があることから、配当は見送らせていただくことといたしました。

　しかしながら次期におきましては、財務の健全度合いに関しましても当初の目標をある程度達成したことから、剰余

金の配当を実施させていただき、株主の皆様への還元を進めてまいります。

　なお当社は、平成21年５月28日開催の定時株主総会において、「会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決

議をもって剰余金の配当等を行うことができる。」旨の定款変更を行っております。

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第10期 第11期 第12期 第13期 第14期 第15期

決算年月 平成16年８月 平成17年８月 平成18年２月 平成19年２月 平成20年２月 平成21年２月

最高（円） －
830,000

□178,000
214,000 191,000 112,000 82,200

最低（円） －
461,000

□168,000
120,000 95,000 32,000 32,000

　（注）１．最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

なお、平成17年４月６日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価についての該

当事項はありません。

２．□印は、株式分割による権利落後の株価であります。

３．第12期は、決算期変更により平成17年９月１日から平成18年２月28日までの６ヶ月間となっております。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成20年９月 平成20年10月 平成20年11月 平成20年12月 平成21年１月 平成21年２月

最高（円） 67,900 65,800 45,900 41,000 38,100 36,000

最低（円） 60,500 45,100 38,950 32,000 34,600 32,100

　（注）最高・最低株価は、名古屋証券取引所セントレックスにおけるものであります。

EDINET提出書類

株式会社一六堂(E03455)

有価証券報告書

34/90



５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日
略歴、当社における地位及び担当
（他の法人等の代表状況）

任期
所有株式数
（株）

取締役社長

（代表取締

役）

　 柚原　洋一 昭和42年１月20日生

平成７年１月 当社設立

代表取締役就任（現任） 

平成18年９月 株式会社エムアイフードシ

ステム代表取締役就任（現

任） 

平成18年９月 株式会社ジェイエフピー代

表取締役就任（現任） 

平成18年９月 株式会社柚屋取締役就任

（現任） 

平成20年３月　 株式会社デイ・マックス代

表取締役就任（現任）

平成20年３月 有限会社エム・ジェイ代表

取締役就任（現任）

平成21年５

月28日開催

の定時株主

総会終結の

時から１年

以内に終了

する事業年

度のうち、最

終のものに

関する定時

株主総会終

結の時まで

51,960

取締役
管理

本部長
大木　貞宏 昭和41年12月３日生

平成７年１月 当社取締役就任 

平成13年10月 当社監査役就任

平成14年８月 当社取締役就任（現任） 

平成15年９月 当社管理本部長（現任） 

（同　上) 600

取締役
人事総務

部長
横山　幸一 昭和40年５月20日生

平成12年５月 当社入社

平成12年10月 当社取締役就任

平成14年８月 当社監査役就任

平成15年11月 当社取締役就任（現任） 

当社人事総務部長（現任）

平成18年９月 株式会社エムアイフードシ

ステム取締役就任（現任） 

平成18年９月 株式会社ジェイエフピー取

締役就任（現任） 

（同　上) 200

取締役
営業

本部長
宇佐美　准 昭和47年６月12日生

平成15年10月 当社入社

料理部長 

平成16年８月 当社取締役就任(現任)

平成18年９月 株式会社エムアイフードシ

ステム取締役就任（現任） 

平成18年９月 株式会社ジェイエフピー取

締役就任（現任） 

平成19年２月 当社営業本部長（現任）

平成20年３月 株式会社デイ・マックス取

締役就任（現任）

平成20年３月　 有限会社エム・ジェイ取締

役就任（現任）

（同　上) 10

 取締役
経営企画

室長
 森　健一 昭和45年12月９日生 

平成19年８月 当社入社

平成19年９月 当社経営企画室室長就任(現

任)

平成20年３月 株式会社デイ・マックス取

締役就任（現任）

平成20年３月 有限会社エム・ジェイ取締

役就任（現任）

平成20年５月 当社取締役就任（現任）

（同　上) 20
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役名 職名 氏名 生年月日
略歴、当社における地位及び担当
（他の法人等の代表状況）

任期
所有株式数
（株）

取締役
営業推進

部長
山本　巌 昭和43年12月19日生

平成11年４月 当社入社 

平成13年10月 当社取締役就任(現任)

平成15年９月 当社営業本部長 

平成19年２月 当社営業推進部長(現任)

平成20年３月 株式会社デイ・マックス取

締役就任（現任）

平成20年３月 有限会社エム・ジェイ取締

役就任（現任）

平成21年５

月28日開催

の定時株主

総会終結の

時から１年

以内に終了

する事業年

度のうち、最

終のものに

関する定時

株主総会終

結の時まで

130

取締役
店舗開発

部長
浅田　幸助 昭和43年６月29日生

平成17年９月 当社入社

平成17年11月 当社取締役就任(現任)

平成18年９月 株式会社柚屋取締役就任

（現任） 

平成19年９月 当社店舗開発部長（現任）

（同　上) ―

常勤監査役 　 藤木　学 昭和40年６月13日生

平成20年５月 株式会社フューチャーパート

ナーズ入社

常務執行役員就任

平成21年５月 当社常勤監査役就任(現任)

平成21年５

月28日開催

の定時株主

総会終結の

時から４年

以内に終了

する事業年

度のうち、最

終のものに

関する定時

株主総会終

結の時まで

―

常勤監査役 　 赤川　圭吾 昭和15年12月３日生

昭和40年４月 株式会社ホテルニューオータ

ニ入社

平成11年６月 株式会社テーオーリネンサプ

ライへ出向　同社取締役就任

平成12年４月 同社代表取締役社長就任

平成13年６月 株式会社ニューオータニに復

職・退社

平成18年５月 当社監査役就任(現任)

平成18年５

月30日開催

の定時株主

総会終結の

時から４年

以内に終了

する事業年

度のうち、最

終のものに

関する定時

株主総会終

結の時まで

―

監査役 　 寺澤　正孝 昭和24年４月５日生

昭和54年４月 第一東京弁護士会　弁護士登

録

平成13年６月 株式会社大谷工業監査役就任

(現任)

平成15年11月 当社監査役就任(現任)

平成16年６月 株式会社テーオーシー監査役

就任(現任)

平成21年５

月28日開催

の定時株主

総会終結の

時から４年

以内に終了

する事業年

度のうち、最

終のものに

関する定時

株主総会終

結の時まで

280

計 53,200

　（注）１．藤木学、寺澤正孝及び赤川圭吾は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２．当社は法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、平成21年５月28日開催の当社第15回定時株

主総会において、会社法第329条第２項に定める補欠監査役１名を選任しております。
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補欠監査役の略歴は次のとおりであります。なお、高野力は会社法第２条第16号に定める社外監査役の要件

を満たしております。

氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（株）

高野　力 昭和17年３月２日生
昭和44年３月 税理士登録
昭和44年６月 税理士高野力事務所設立　所長就

任（現任）
80
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６【コーポレート・ガバナンスの状況】
(1）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方
　当社は、コーポレート・ガバナンスを重要課題として認識しており、透明性の高い健全なコーポレート・ガバナン
ス体制及び企業倫理の構築に向け、鋭意改善努力を行なっております。また、遵法の精神に基づきコンプライアンス
の徹底、経営の透明性と公正性の向上及び環境変化への機敏な対応と競争力の強化を目指しております。

(2）コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況
  当社は、コーポレート・ガバナンスの強化のために、株主総会の充実のほか、取締役会の一層の機能強化等に　　取
り組んでおります。

①　取締役会
　取締役会は、毎月１回開催されており、必要に応じて臨時取締役会を適宜開催しております。取締役会では、重要事
項は全て決議されると同時に、業績の進捗状況につきましても討議し、対策等を迅速に行っております。
　また、監査役が取締役会へ出席することで、経営に関する適正な監視が行われております。

②　監査役
　当社では、監査役制度を採用しております。有価証券報告書提出日現在、監査役３名で構成されており３名の監査
役全員が社外監査役の要件を満たしております。
　また平成18年５月１日施行の「会社法」に基づき、当社が会社法第２条第６号に規定する大会社に該当するため、
監査役は３名とし、監査役会を設置いたしました。今後とも、取締役会の業務執行を監督すると共に、リスクマネジ
メント及びコンプライアンスを監視できる体制をとり、また、内部監査責任者や監査法人と積極的に意見交換を行
うなど連携を図ることにより、効率的かつ効果的な監査の実施に努めてまいります。

③　内部監査
　内部監査につきましては、当社の内部統制上、重要な役割であると認識しております。平成18年９月に行ったＭ＆
Ａにより当社も規模が拡大し、より一層厳格な内部統制組織が必要となり、平成18年10月より独立部門として内部
監査室を設置し、経営諸活動を合法性と合理性の観点から公正かつ客観的な立場で検討・評論していく体制を構築
いたしました。さらに平成21年３月からは内部監査室を２名体制としますます多様化する内部監査業務に対応して
おります。
　なお、内部監査室は監査実施後、監査結果を直接社長に文書にて報告しております。被監査部門に対しては監査結
果を踏まえて改善指示を行い、その後は遅滞なく改善状況を報告させることにより、内部監査の実効性を担保して
おります。今後とも内部監査体制の充実及び監査役監査並びに監査法人による監査との連携を強化していく所存で
あります。

④　リーガル・レビュー
　リーガルリスクの管理については、各種契約をはじめとした法務案件全般について、管理本部が一元管理してお
り、重要な契約を締結する際など、法律に関する専門的知識に基づいた判断が必要な場合には、顧問弁護士による
リーガル・レビューを受ける等、タイムリーにアドバイスを受けております。
⑤　会計監査
　当社は、監査法人トーマツと監査契約を締結し、当該監査法人の監査を受けております。
　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は松本保範氏及び瀬戸卓氏であります。なお、前記２名のほか、公認
会計士４名、その他の者７名が補助者として当期の監査業務に携わっており、いずれも監査法人トーマツに所属
しております。

⑥　役員報酬の内容
　当社の平成21年２月期における役員報酬の内容は以下のとおりであります。

報酬種類 金　額(千円)

 取締役報酬 126,900

 監査役報酬 14,100

 合　　　計 141,000

⑦　監査報酬の内容
　当社の平成21年２月期における監査報酬の内容は以下のとおりであります。
公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬　　　　　 20,500千円
その他の業務に基づく報酬 　　　　　　　　　　　　　　　　　  11,400千円

⑧  取締役の定数
　当社の取締役は10名以内とする旨を定款に定めております。

⑨  取締役の選任の決議要件
　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主
が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。
　また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

⑩  責任限定契約の内容と概要
　当社と社外取締役及び社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任
を限定する契約を締結することができる旨を定款により定めております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度
額は、500万円以上であらかじめ定めた額又は法令が規定する額のいずれか高い額としております。

⑪  剰余金配当の決定機関
　当社は、会社法第454条第５項に定める剰余金配当に関する定めを、法令の別段の定めがある場合を除き、株主総
会の決議によらず取締役会の決議によりすることができる旨を定款に定めております。
　これは、剰余金配当を取締役会の権限とすることにより、株主に対し機動的な利益還元を行うことを目的とする
ものであります。
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⑫  株主総会の特別決議要件
　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主
の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めておりま
す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的
とするものであります。

⑬  取締役及び監査役の責任免除
　当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締役
（取締役であった者を含む。)及び監査役（監査役であった者を含む。)の責任を法令の限度において免除すること
ができる旨定款に定めております。
これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される役割を果たしうる
環境を整備することを目的とするものであります。

(3）会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人間関係、資本的関係又は取引関係、その他の利害関係
　当社には社外取締役はおりません。一方、当社の監査役３名全員（藤木学、赤川圭吾、寺澤正孝）は社外監査役に
該当します。
資本的関係につきましては、監査役寺澤正孝氏は当社株式を280株（発行済株式総数に対する所有株式数の割
合：0.32％、平成21年２月28日現在）保有しております。監査役藤木学、監査役赤川圭吾の両氏は当社株式を保有
しておりません。また、人的関係、取引関係、その他の利害関係につきましては３名とも該当事項はありません。

(4)　会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況
　上記(2)に記載の事項を遂行しております。その他、経営の透明性と公正性を高めるため、法定開示書類の提示を適
時適切に行い、当社ホームページにてＩＲページを作成し、タイムリーな情報開示を推進しております。また、証券
アナリスト向け決算説明会の開催、機関投資家訪問、株式会社名古屋証券取引所主催のＩＲエキスポ2008への参加
等、ＩＲ活動を積極的に実施しております。これにより、投資家等利害関係者の皆様からご意見を頂くことで、適切
なコーポレート・ガバナンスの指針の一つとさせていただいております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1）当社グループの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前連結会計年度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に基づき、

当連結会計年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）は、改正後の連結財務諸表規則に基づいて作成し

ております。

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業

年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社グループ及び当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成19年３月１日

から平成20年２月29日まで）の連結財務諸表及び前事業年度（平成19年３月１日から平成20年２月29日まで）の財

務諸表について、並びに、当連結会計年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）の連結財務諸表及び当事

業年度（平成20年３月１日から平成21年２月28日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツにより監査を受けて

おります。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  
前連結会計年度

（平成20年２月29日）
当連結会計年度

（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  1,181,484   1,359,189  

２．売掛金 　  131,814   129,255  

３．たな卸資産 　  147,529   170,127  

４．繰延税金資産 　  15,405   64,002  

５．その他 　  150,194   165,676  

      貸倒引当金 　  △17,054   ―  

流動資産合計 　  1,609,374 28.5  1,888,250 29.4

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産        

(1）建物 ※１ 2,528,817   2,898,638   

減価償却累計額 　 1,001,776 1,527,041  1,344,415 1,554,222  

(2）工具器具及び備品 ※１ 732,707   820,215   

減価償却累計額 　 477,018 255,689  603,009 217,205  

(3）土地 ※１  577,891   577,891  

(4）その他 　 44,611   46,988   

 　 減価償却累計額 　 27,286 17,324  34,884 12,103  

有形固定資産合計 　  2,377,946 42.2  2,361,423 36.8

２．無形固定資産 　       

(1) のれん 　  487,558   624,144  

(2）その他 　  21,879   23,243  

無形固定資産合計 　  509,437 9.0  647,387 10.1

３．投資その他の資産 　       

(1）敷金保証金 ※１  1,074,480   1,327,719  

(2）繰延税金資産 　  27,947   163,751  

(3）その他 ※２  43,166   45,701  

      貸倒引当金 　  ―   △15,054  

投資その他の資産合計 　  1,145,593 20.3  1,522,118 23.7

固定資産合計 　  4,032,977 71.5  4,530,929 70.6

資産合計 　  5,642,352 100.0  6,419,180 100.0
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前連結会計年度

（平成20年２月29日）
当連結会計年度

（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 　  142,450   154,592  

２．１年以内償還予定社債 　  80,000   125,000  

３．１年以内返済予定長期
借入金

※１  307,685   330,103  

４．未払金 　  318,296   370,432  

５．未払法人税等 　  136,939   496,640  

６．その他 　  152,940   119,286  

流動負債合計 　  1,138,312 20.2  1,596,055 24.9

Ⅱ　固定負債 　       

１．社債 　  145,000   20,000  

２．長期借入金 ※１  882,250   892,207  

３．長期未払金 　  12,644   ―  

４．長期前受収益 　  251,084   192,654  

５．その他 　  20,584   24,346  

固定負債合計 　  1,311,564 23.2  1,129,208 17.6

負債合計 　  2,449,877 43.4  2,725,264 42.5

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金   1,160,681 20.6  1,160,691 18.1

２．資本剰余金 　  1,219,751 21.6  1,219,761 19.0

３．利益剰余金 　  930,864 16.5  1,432,285 22.3

４．自己株式   △118,821 △2.1  △118,821 △1.9

株主資本合計 　  3,192,475 56.6  3,693,916 57.5

純資産合計 　  3,192,475 56.6  3,693,916 57.5

負債純資産合計 　  5,642,352 100.0  6,419,180 100.0
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②【連結損益計算書】

  
前連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　  6,994,640 100.0  8,776,508 100.0

Ⅱ　売上原価 　  1,832,494 26.2  2,240,371 25.5

売上総利益 　  5,162,145 73.8  6,536,136 74.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※１  4,566,126 65.3  5,831,006 66.5

営業利益 　  596,018 8.5  705,130 8.0

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 　 1,184   1,069   

２．受取配当金 　 62   60   

３．協賛金収入 　 84,702   110,605   

４．その他 　 5,379 91,328 1.3 17,755 129,490 1.5

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 39,744   31,423   

２. 貸倒引当金繰入 　 17,054   ―   

３．その他 　 5,063 61,862 0.9 4,847 36,271 0.4

経常利益 　  625,485 8.9  798,349 9.1

Ⅵ　特別利益 　       

１．損害賠償金 　 192,270   354,000   

２.　その他　 　 ― 192,270 2.8 6,640 360,640 4.1

　 　       

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産除却損 ※２ 59,074   51,092   

２. 固定資産売却損 ※３ 9,017   ―   

３. 解約違約金 　 62,013   6,946   

４. 減損損失 ※４ 65,580   64,112   

５. 店舗撤退損失 　 ―   29,152   

６．その他 　 34,708 230,394 3.3 25,184 176,489 2.0

税金等調整前当期純利
益

　  587,361 8.4  982,500 11.2

法人税、住民税及び事業
税

　 245,700   467,436   

過年度法人税等 　 ―   171,694   

法人税等調整額 　 △20,506 225,193 3.2 △158,051 481,079 5.5

当期純利益 　  362,167 5.2  501,421 5.7
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

 
株主資本

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年２月28日　残高
　　　　　　　　（千円）

1,160,631 1,219,751 568,697 △30,401 2,918,678 2,918,678

連結会計年度中の変動額       

新株の発行 50 ― ― ― 50 50

当期純利益 ― ― 362,167 ― 362,167 362,167

自己株式の取得 ― ― ― △88,420 △88,420 △88,420

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

50 ― 362,167 △88,420 273,796 273,796

平成20年２月29日　残高
　　　　　　　　（千円）

1,160,681 1,219,751 930,864 △118,821 3,192,475 3,192,475

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

 
株主資本

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成20年２月29日　残高
　　　　　　　　（千円）

1,160,681 1,219,751 930,864 △118,821 3,192,475 3,192,475

連結会計年度中の変動額       

新株の発行 10 10 ― ― 20 20

当期純利益 ― ― 501,421 ― 501,421 501,421

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

10 10 501,421 ― 501,441 501,441

平成21年２月28日　残高
　　　　　　　　（千円）

1,160,691 1,219,761 1,432,285 △118,821 3,693,916 3,693,916
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  
前連結会計年度

（自 平成19年３月１日
至 平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

　   

税金等調整前当期純利益 　 587,361 982,500

減価償却費 　 438,013 457,249

のれん償却額 　 139,302 201,236

受取利息及び受取配当金 　 △1,246 △1,129

支払利息 　 39,744 31,423

貸倒引当金の増加額（△減
少額）

　 17,054 △2,000

損害賠償金 　 △192,270 △354,000

解約違約金 　 62,013 6,946

減損損失 　 65,580 64,112

店舗撤退損失 　 ― 29,152

固定資産除却損 　 59,074 51,092

固定資産売却損 　 9,017 ―

売上債権の減少額（△増加
額）

　 △42,995 13,275

たな卸資産の増加額 　 △49,637 △11,222

仕入債務の増加額（△減少
額）

　 14,250 △33,048

未払金の増加額 　 58,546 9,853

未払消費税等の増加額（△
減少額）

　 83,007 △26,395

その他流動資産の増加額 　 △5,316 △7,924

その他流動負債の増加額 　 38,553 21,313

その他固定負債の増加額
（△減少額）

　 235,013 △56,932

その他 　 22,301 27,594

小計 　 1,577,367 1,403,101

利息及び配当金の受取額 　 1,255 1,064

利息の支払額 　 △27,004 △24,670

損害賠償金の受取額 　 192,270 354,000

解約違約金の支払額 　 △62,013 △6,946

法人税等の支払額 　 △254,730 △344,036

営業活動によるキャッシュ・
フロー

　 1,427,146 1,382,511
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前連結会計年度

（自 平成19年３月１日
至 平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自 平成20年３月１日
至 平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

　   

定期預金の預入による支出 　 △93,500 △127,000

定期預金の払出による収入 　 83,001 113,000

有形固定資産の取得による
支出

　 △494,699 △502,712

有形固定資産の売却による
収入

　 52,270 ―

無形固定資産の取得による
支出 

　 △12,077 △4,935

投資有価証券の売却による
収入

　 ― 15,187

新規連結子会社株式の取得
による支出

　 ― △405,086

敷金保証金の差入による支
出

　 △125,244 △50,616

敷金保証金の回収による収
入

　 42,609 55,389

短期貸付金の純増減額 　 2,245 2,995

その他 　 18,306 3,220

投資活動によるキャッシュ・
フロー

　 △527,089 △900,557

　 　   

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

　   

長期借入れによる収入 　 ― 400,000

長期借入金の返済による支
出

　 △449,681 △394,053

短期借入金の返済による支
出

　 ― △170,000

社債の償還による支出 　 △30,000 △80,000

割賦債務の返済による支出 　 △146,916 △74,233

預け金の増加及び減少によ
る支出（△）及び収入

　 169,257 ―

自己株式の取得による支出 　 △89,437 ―

株式の発行による収入 　 50 20

財務活動によるキャッシュ・
フロー

　 △546,728 △318,266

Ⅳ　現金及び現金同等物の増加額 　 353,327 163,688

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 766,642 1,119,969

Ⅵ　現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 1,119,969 1,283,658
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数　　　３社
　㈱エムアイフードシステム、㈱柚屋、㈱
ジェイエフピー
(2)非連結子会社の数　　２社
　㈲カユミ食品、㈱大六
（連結の範囲から除いた理由）
　非連結子会社は、いずれも小規模会社で
あり、合計の総資産、売上高、当期純損益
（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等は当期連結財務諸表に
重要な影響を及ぼさないため連結の範囲
より除いております。

(1)連結子会社の数　　　５社
　㈱エムアイフードシステム、㈱柚屋、㈱
ジェイエフピー、㈱デイ・マックス、㈲エ
ム・ジェイ
　なお、当連結会計年度において、株式取
得により㈱デイ・マックス及び㈲エム・
ジェイが連結子会社となりました。
(2)非連結子会社はありません。
　なお、従来非連結子会社でありました㈲
カユミ食品、㈱大六は平成20年10月11日
付で解散しております。

２．持分法の適用に関する事項  持分法適用の関連会社はありません。
（持分法の範囲から除いた理由）
　持分法を適用していない非連結子会社
（㈲カユミ食品、㈱大六）は、当期純損益
（持分に見合う額)及び利益剰余金（持
分に見合う額）等は当期連結財務諸表に
重要な影響を及ぼさないため持分法の範
囲より除いております。

 持分法適用の関連会社はありません。
　持分法を適用していない非連結子会社
はありません。なお、平成20年10月11日付
で㈲カユミ食品、㈱大六は解散しており
ます。

３．連結子会社の事業年度等に
関する事項

 連結子会社㈱柚屋の決算日は８月31日
であります。当期連結財務諸表作成にあ
たっては、当期連結決算日現在で実施し
た仮決算に基づく財務諸表を用いており
ます。

　連結子会社㈱デイ・マックス及び㈲エ
ム・ジェイの決算日を従前の３月31日か
ら２月末日に変更しております。また㈱
柚屋の決算日を従前の８月31日から２月
末日に変更しております。

４．会計処理基準に関する事項   
(1）重要な資産の評価基準及
び評価方法

①　有価証券
a.子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採
用しております。
b.その他有価証券
時価のあるもの

―
 
 
 
 

時価のないもの
　移動平均法による原価法を採
用しております。

①　有価証券
a.子会社株式及び関連会社株式

同左
 

b.その他有価証券
時価のあるもの
　連結決算日の市場価格等に
基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理
し、売却原価は主として移動
平均法により算定）　
時価のないもの

同左

 ②　デリバティブ
　時価法を採用しております。

②　デリバティブ
同左

 ③　たな卸資産
a.店舗在庫
　最終仕入原価法による原価法
を採用しております。
b.倉庫在庫
　総平均法による原価法を採用
しております。

③　たな卸資産
同左

(2）重要な減価償却資産の減
価償却の方法

①　有形固定資産
　定率法（ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物（附属設備を除
く）については定額法）を採用して
おります。
　なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。
　　建物　　　　　　３～27年
　　工具器具及び備品３～15年
　　その他　　　　　２～10年　　　

（会計方針の変更）
　当連結会計年度より、平成19年度の税
制改正に伴い、平成19年４月１日以降に
取得した有形固定資産については、改正
後の法人税法に規定する減価償却の方
法によっております。
　なお、この変更に伴う営業利益、経常利
益及び税金等調整前当期純利益に与え
る影響は軽微であります。

①　有形固定資産
　定率法（ただし、平成10年４月１日
以降に取得した建物（附属設備を除
く）については定額法）を採用して
おります。
　なお、主な耐用年数は以下のとおり
であります。
　　建物　　　　　　３～27年
　　工具器具及び備品２～15年
　　その他　　　　　２～10年　　　

―
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項目
前連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 ― （追加情報）
　法人税法の改正に伴い、平成19年３月
31日以前に取得した有形固定資産につ
いては、改正前の法人税法に基づく減
価償却の方法の適用により取得価額の
５％に到達した連結会計年度の翌連結
会計年度より、取得価額の５％相当額
と備忘価額との差額を５年間にわたり
均等償却し減価償却費に含めて計上す
ることにしております。　
　これによる損益に与える影響は軽微
であります。

 ②　無形固定資産
  定額法を採用しております。
　なお、自社利用のソフトウェアの耐用
年数は、社内における利用可能期間（５
年）に基づくものであります。

②　無形固定資産
同左

 ③　長期前払費用
    定額法を採用しております。

③　長期前払費用
同左

(3) 重要な繰延資産の処理方法 株式交付費　
　支出時に全額費用として処理しており
ます。

株式交付費　
同左

(4）重要な引当金の計上基準 貸倒引当金
　債権の貸倒による損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。 

貸倒引当金 
同左

(5）重要なリース取引の処理
方法

　リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

同左

(6）その他連結財務諸表作成
のための重要な事項

消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

消費税等の会計処理
同左

５．連結子会社の資産及び負債
の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価につ
いては、全面時価評価法によっておりま
す。　　　 

同左

６．のれん及び負ののれんの償
却に関する事項

 のれんの償却については、５年間の均等
償却によっております。

同左

７．連結キャッシュ・フロー計
算書における資金の範囲

　現金及び現金同等物は、手許現金、随時
引き出し可能な預金及び容易に換金可能
であり、かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から３ヶ月以
内に償還期限の到来する短期投資から
なっております。

同左

表示方法の変更

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

（連結貸借対照表）
　前連結会計年度において「連結調整勘定」として掲記さ
れていたものは「のれん」として表示しております。

―

（連結キャッシュ・フロー計算書)
１．前連結会計年度において「連結調整勘定償却額」と
して掲記されていたものは、「のれん償却額」として表
示しております。

２．営業活動によるキャッシュ・フローの「デリバティ
ブ評価損益」は重要性が乏しいため、当連結会計年度よ
り営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含
めて表示しております。
　なお、当連結会計年度の「デリバティブ評価損益」の金
額は281千円（損失）であります。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成20年２月29日）

当連結会計年度
（平成21年２月28日）

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。　

 建物

 工具器具及び備品

 土地

 敷金保証金

29,737

149

555,497

41,628

 千円

 千円

 千円

 千円

　　合計 627,012 千円

※１　担保資産及び担保付債務

　担保に供している資産は次のとおりであります。　

 建物

 工具器具及び備品

 土地

28,343

111

555,497

 千円

 千円

 千円

　　合計 583,953 千円

　　　    上記に対応する債務は次のとおりであります。

 １年以内返済予定長期借入金 56,566 千円

 長期借入金 427,480 千円

　　合計 484,047 千円

　　　    上記に対応する債務は次のとおりであります。

 １年以内返済予定長期借入金 32,413 千円

 長期借入金 395,067 千円

　　合計 427,480 千円

※２　非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとお

りであります。

―

 投資その他の資産の

    「その他」(株式)
10,000 千円

 

　　　　　　　　　　　― 　３　当座貸越契約

　　　　運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と

当座貸越契約を締結しております。当連結会計年度末

日における、当座貸越契約に係る借入金未実行残高は

次のとおりであります。 

当座貸越契約の

総額
500,000千円

借入実行残高 ―　

差引額 500,000千円
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

 ※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

 給与手当 1,521,374千円 

 地代家賃 1,047,228千円 

 給与手当     2,105,785千円 

 地代家賃     1,282,732千円 

 ※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。  ※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 建物 53,289千円 

 工具器具及び備品 4,167千円 

 その他 1,616千円 

 合　計 59,074千円

 建物       43,035千円 

 工具器具及び備品      7,703千円 

 その他      353千円 

 合　計       51,092千円

 ※３　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。  ※３　　　　　　　　　　―

 工具器具及び備品 4,704千円 

 土地 4,313千円 

 合　計 9,017千円

 

 ※４　減損損失

 　 　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。

 (1)減損損失を認識した資産又は資産グループの概要

 用途  種類  場所

 営業店舗

 建物、

工具器具及び備品、

リース資産等

東京都千代田区

 ※４　減損損失

 　 　当連結会計年度において、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計上しました。

 (1)減損損失を認識した資産又は資産グループの概要

 用途  種類 場所

営業店舗  建物、工具器具及び

備品、リース資産
東京都新宿区

営業店舗  建物、工具器具及び

備品、リース資産

埼玉県さいたま

市浦和区

 (2)減損損失を認識するに至った経緯

　賃貸人の事情により、賃貸借契約が継続不能となり、

平成20年３月31日に閉店することと致しました。

 (2)減損損失を認識するに至った経緯

　当社グループは、資産のグルーピングを各店舗単位

で行っております。

　上記店舗につきましては、閉店の決定又は収益性の

低下により事業資産の回収可能性が認められなく

なったものであり、帳簿価額の全額を減損損失として

計上しております。

 (3)減損損失の金額及び内訳

 種類  金額（千円）

 建物 56,470

 工具器具及び備品 6,119

 その他有形固定資産 223

 リース資産 2,766

 計 65,580

 (3)減損損失の金額及び内訳

 種類  金額（千円）

 建物 49,360

 工具器具及び備品 9,007

 リース資産 5,744

 計 64,112

 (4)資産のグルーピング方法

　当社グループはキャッシュ・フローを生み出す最小

単位として、主として店舗を基本単位としてグルーピ

ングしております。

 (4)資産のグルーピング方法

同左

 (5)回収可能価額の算定方法

　資産グループの回収可能価額は使用価値により測定

しております。

　なお、割引率は５％を使用しております。

 (5)回収可能価額の算定方法

　資産グループの回収可能価額は使用価値により測定

しております。

　将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナ

スであるため回収可能価額を零と評価しております。

EDINET提出書類

株式会社一六堂(E03455)

有価証券報告書

51/90



（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 株式の種類
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注１） 86,572 20 ― 86,592

合計 86,572 20 ― 86,592

自己株式     

普通株式（注２） 251 1,086 ― 1,337

合計 251 1,086 ― 1,337

（注１）普通株式の20株の増加は新株予約権（ストックオプション）の行使による増加であります。

（注２）普通株式の自己株式の増加数1,086株は、すべて取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。

２．新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 株式の種類
前連結会計年度末
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式（注） 86,592 8 ― 86,600

合計 86,592 8 ― 86,600

自己株式     

普通株式 1,337 ― ― 1,337

合計 1,337 ― ― 1,337

（注）普通株式の８株の増加は新株予約権（ストックオプション）の行使による増加であります。

２．新株予約権に関する事項

　　該当事項はありません。

３．配当に関する事項

　　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

 　

現金及び預金勘定 1,181,484 千円

預け入れ期間が３ヶ月を超える
定期預金

△5,014 千円

預け入れ期間が３ヶ月を超える
定期積立預金

△56,500 千円

現金及び現金同等物 1,119,969 千円

 　

現金及び預金勘定 1,359,189 千円

預け入れ期間が３ヶ月を超える
定期預金

△10,031 千円

預け入れ期間が３ヶ月を超える
定期積立預金

△65,500 千円

現金及び現金同等物 1,283,658 千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相

当額

（千円）

減価償却累

計額相当額

（千円）

減損損失累

計額相当額

（千円）

期末残高相

当額

（千円）

工具器具及び

備品
279,811 103,867 2,766 173,177

その他（機械

及び装置）
68,819 42,477 ― 26,342

無形固定資産 10,998 4,251 ― 6,746

合計 359,630 150,597 2,766 206,266

 
取得価額相

当額

（千円）

減価償却累

計額相当額

（千円）

減損損失累

計額相当額

（千円）

期末残高相

当額

（千円）

工具器具及び

備品
361,594 189,078 8,860 163,655

その他（機械

及び装置）
39,160 13,408 ― 25,752

その他（車両

運搬具）
4,320 1,748 ― 2,571

無形固定資産 11,373 5,321 ― 6,051

合計 416,449 209,558 8,860 198,030

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　　未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

　　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 68,972千円

１年超 146,117千円

合計 215,090千円

 　　　リース資産減損勘定の残高　　　　　　2,766千円

１年内       77,782千円

１年超      138,771千円

合計      216,553千円

 　　　リース資産減損勘定の残高　　　　　　8,966千円

― ※　上記リース資産減損勘定の残高の他に、注記省略取引

に係るリース資産減損勘定の残高1,305千円を計上し

ております。

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 80,668千円

減価償却費相当額 73,809千円

支払利息相当額 7,922千円

減損損失 2,766千円

支払リース料       84,942千円

リース資産減損勘定の取崩額       3,408千円

減価償却費相当額      78,141千円

支払利息相当額      6,679千円

減損損失      4,439千円

― ※　上記減損損失の他に、注記省略取引に係る減損損失

1,305千円を計上しております。

４．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法

同　左

５．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同　左

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失は、2,766千円であり

ます。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失は、4,439千円であり

ます。
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（有価証券関係）

　　　前連結会計年度（平成20年２月29日）及び当連結会計年度（平成21年２月28日）において該当事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

１．取引状況に関する事項 

 

前連結会計年度

（自　平成19年３月１日

　　至　平成20年２月29日）

当連結会計年度

（自　平成20年３月１日

　　至　平成21年２月28日）

(1)取引の内容

　当社グループの利用しているデリバティブ取引は、金利

キャップ取引及び金利スワップ取引であります。

(1)取引の内容

同　左

(2)取引に対する取組方針

　当社グループのデリバティブ取引は、将来の市場金利の

変動によるリスク回避を目的としており、投機的な取引は

行わない方針であります。　

(2)取引に対する取組方針

同　左

(3)取引の利用目的

　借入金利の将来の金利市場における利率上昇による変動

リスクを回避する目的で利用しております。

(3)取引の利用目的

同　左

(4)取引に係るリスクの内容

　金利キャップ取引は市場金利の変動によるリスクを有し

ております。

　なお、取引相手先は信用度の高い国内の金融機関である

ため、相手先の契約不履行による信用リスクはほとんどな

いと認識しております。

(4)取引に係るリスクの内容

同　左

(5)取引に係るリスク管理体制

　デリバティブ取引に関する権限規程及び内部規程に基づ

きリスク管理を行っております。

(5)取引に係るリスク管理体制

同　左

(6)取引の時価等に関する事項についての補足説明

　取引の時価等に関する事項についての契約額等は、あく

までもデリバティブ取引における名目的な契約額であり、

当該金額自体がデリバティブ取引のリスクの大きさを示

すものではありません。　　

(6)取引の時価等に関する事項についての補足説明

同　左

２．取引の時価等に関する事項

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

金利関連

区分 種類

前連結会計年度末（平成20年２月29日）

契約額等
（千円）

契約額等のう
ち１年超（千
円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外

の取引

金利キャップ取引

変動受取・固定支

払

5,250 ― 195 △5,054

金利スワップ取引

変動受取・固定支

払

17,500 7,500 △99 △99

　（注）　時価の算定方法

　　　　　取引先金融機関から提示された価格に基づいて算定しております。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

金利関連
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区分 種類

当連結会計年度末（平成21年２月28日）

契約額等
（千円）

契約額等のう
ち１年超（千
円）

時価
（千円）

評価損益
（千円）

市場取引以外

の取引

金利スワップ取引

変動受取・固定支

払

7,500 ― △25 △25

　（注）　時価の算定方法

　　　　　取引先金融機関から提示された価格に基づいて算定しております。

（退職給付関係）

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　　　　　当社グループは退職金制度がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　　　　　当社グループは退職金制度がないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
第1回

ストック・オプション
第2回

ストック・オプション
第3回 

ストック・オプション
第4回

ストック・オプション

付与対象者の区分

及び数

当社取締役５名

当社従業員24名

当社取引先２名

当社子会社取締役１名

当社子会社従業員１名

当社取締役１名

当社従業員85名

当社子会社取締役１名

当社子会社従業員１名

当社従業員87名

ストック・

オプション数(注)
普通株式9,572株 普通株式256株 普通株式972株 普通株式636株

付与日 平成16年８月26日 平成16年８月26日 平成17年８月15日 平成18年４月21日

権利確定条件 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間
自平成18年８月27日 自平成18年８月27日 自平成18年８月27日 自平成19年11月30日

至平成26年８月26日 至平成26年８月26日 至平成26年８月26日 至平成27年11月29日 

 (注)株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、平成

17年10月20日の分割後の株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  
第１回

ストック・オプション
第２回

ストック・オプション
第３回 

ストック・オプション 
第４回

ストック・オプション

権利確定前 （株）     

前連結会計年度末 － － － －

付与 　 － － － －

失効 　 － － － －

権利確定 　 － － － －

未確定残 　 － － － －

 権利確定後 （株）     

前連結会計年度末 9,468 220 820 551

権利確定 　 － － － －

権利行使 　 － 20 － －

失効 　 20 － 76 77

未行使残 　 9,448 200 744 474

②　単価情報

  
第１回

ストック・オプション
第２回

ストック・オプション
第３回 

ストック・オプション 
第４回

ストック・オプション

権利行使価格 （円） 2,500 2,500 2,500 179,864

行使時平均株価 （円） － 38,500 － －

公正な評価単価

（付与日）
（円） － － － －

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

 
第1回

ストック・オプション
第2回

ストック・オプション
第3回 

ストック・オプション
第4回

ストック・オプション

付与対象者の区分

及び数

当社取締役５名

当社従業員24名

当社取引先２名

当社子会社取締役１名

当社子会社従業員１名

当社取締役１名

当社従業員85名

当社子会社取締役１名

当社子会社従業員１名

当社従業員87名

ストック・

オプション数(注)
普通株式9,572株 普通株式256株 普通株式972株 普通株式636株

付与日 平成16年８月26日 平成16年８月26日 平成17年８月15日 平成18年４月21日

権利確定条件 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間
自平成18年８月27日 自平成18年８月27日 自平成18年８月27日 自平成19年11月30日

至平成26年８月26日 至平成26年８月26日 至平成26年８月26日 至平成27年11月29日 

 (注)株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、平成

17年10月20日の分割後の株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

  
第１回

ストック・オプション
第２回

ストック・オプション
第３回 

ストック・オプション 
第４回

ストック・オプション

権利確定前 （株）     

前連結会計年度末 ― ― ― ―

付与 　 ― ― ― ―

失効 　 ― ― ― ―

権利確定 　 ― ― ― ―

未確定残 　 ― ― ― ―

 権利確定後 （株）     

前連結会計年度末 9,448 200 744 474

権利確定 　 ― ― ― ―

権利行使 　 ― ― 8 ―

失効 　 20 ― 8 37

未行使残 　 9,428 200 728 437

②　単価情報

  
第１回

ストック・オプション
第２回

ストック・オプション
第３回 

ストック・オプション 
第４回

ストック・オプション

権利行使価格 （円） 2,500 2,500 2,500 179,864

行使時

平均株価
（円） ― ― 38,100 ―

公正な評価単

価（付与日）
（円） ― ― ― ―

EDINET提出書類

株式会社一六堂(E03455)

有価証券報告書

58/90



（税効果会計関係）

前連結会計年度
（平成20年２月29日）

当連結会計年度
（平成21年２月28日）

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産   

税務上の繰越欠損金 69,869千円

未払事業税 12,241千円

未払事業所税 3,906千円

減価償却超過額 22,994千円

繰延資産償却超過額 2,709千円

長期未払金 747千円

減損損失 26,684千円

貸倒損失 11,433千円

その他 3,578千円

繰延税金資産小計 154,164千円

評価性引当額 △110,811千円

繰延税金資産合計 43,352千円

繰延税金資産の純額 43,352千円

繰延税金資産   

税務上の繰越欠損金 18,303千円

未払事業税 29,633千円

未払事業所税 5,096千円

減価償却超過額 36,589千円

繰延資産償却超過額 1,747千円

減損損失 28,329千円

固定資産未実現利益 28,985千円

前受収益 100,949千円

貸倒引当金 6,323千円

その他　 886千円

繰延税金資産小計 256,842千円

評価性引当額 △29,088千円

繰延税金資産合計 227,753千円

繰延税金資産の純額 227,753千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
0.1％

住民税均等割等 2.2％

留保金課税 2.8％

のれん償却額 9.7％

評価性引当額 △18.9％

その他 1.7％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
38.3％

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
0.1％

住民税均等割等 1.5％

留保金課税 2.0％

過年度法人税等　 4.8％

のれん償却額 8.3％

評価性引当額 △8.3％

その他 △0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
49.0％

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

飲食事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメント売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産

の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

飲食事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメント売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産

の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略してお

ります。

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載しておりません。

【海外売上高】
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前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　海外売上高がないため記載しておりません。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　海外売上高がないため記載しておりません。

【関連当事者との取引】

前連結会計年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

　　　　記載すべき重要な事項はありません。

当連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

　　　　記載すべき重要な事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 37,446.19円

１株当たり当期純利益金額 4,235.84円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
3,791.36円

１株当たり純資産額       43,323.79円

１株当たり当期純利益金額        5,881.35円

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額
       5,266.40円

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ

ります。

 
前連結会計年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（千円） 362,167 501,421

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益（千円） 362,167 501,421

期中平均株式数（株） 85,501 85,256

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　当期純利益調整額（千円） ― ―

　普通株式増加数（株） 10,024 9,955

　（うち新株予約権） (10,024) (9,955)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜

在株式の概要

第４回ストックオプション

普通株式474株

第４回ストックオプション

普通株式437株
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（重要な後発事象）

前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

（株式会社デイ・マックス及び有限会社エム・ジェイの株

式取得並びに子会社化）

　平成20年３月６日開催の取締役会において株式会社デイ
・マックス及び有限会社エム・ジェイの株式（持分）を取

得、子会社化することを決議し、平成20年３月26日、両社の
株式を取得いたしました。

 

(1)取得の目的
　株式会社デイ・マックス及び有限会社エム・ジェイは、当

社の「店舗出店ポリシー」に合致するような店舗を計17店
舗運営し、ますます厳しさを増す外食産業の中、特に材料及

び人材等分野におけるスケールメリットの享受等により、

さらなる利益率上昇を目論むものであります。

 

(2)株式の取得先
　 株式会社ヤマノホールディングス

　　

(3)取得する株式の事業内容、概要
　・株式会社デイ・マックス

　①商号　　　　　：株式会社デイ・マックス

　②所在地　　　　：東京都豊島区西池袋一丁目３番５号

　③事業内容　　　：飲食店の経営

　④資本金　　　　：40百万円
　⑤事業年度の末日：３月31日
　⑥事業規模（平成19年３月期）
　　売上高　　　　1,451百万円
　⑦取得価額　　　　490百万円
　　 

　・有限会社エム・ジェイ

　①商号　　　　　：有限会社エム・ジェイ

　②所在地　　　　：東京都杉並区久我山四丁目29番37号
　③事業内容　　　：飲食店の経営

　④資本金　　　　：３百万円

　⑤事業年度の末日：３月31日
（平成20年３月期より事業年度を５月末から３月末に変
更）

　⑥事業規模（平成19年５月期）
　　売上高　　　　　 47百万円
　⑦取得価額　　　　 10百万円
　　 

(4)取得する株式の数及び取得後の持分比率

　・株式会社デイ・マックス　

　　　取得株式数　　　　 80,000株
　　　取得後持分比率　　　100.0％
　・ 有限会社エム・ジェイ

    　取得株式数　　　　    60株
　　  取得後持分比率    　100.0％
 

(5)取得資金の調達方法
　 自己資金

―
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前連結会計年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当連結会計年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

（賃貸契約の終了に伴う解約金の受取り）

 賃貸人の事情により、賃貸借契約が継続不能となり、平成

20年３月31日に閉店した「八吉秋葉原ワシントンホテル

店」について、平成20年４月30日に賃貸人との賃貸契約が

終了し、合計350百万円の解約金を受取りました。

これにより、翌連結会計年度（自　平成20年３月１日　至　平

成21年２月28日）において、特別利益が350百万円が発生す

る見込みとなります。

―
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

会社名 銘柄
発行年月日(平
成年月日)

前期末残高

(千円)
当期末残高

(千円)
利率(％) 担 保

償還期限(平成
年月日)

 ㈱エムアイ

フードシステ

ム

 第１回社債

(みずほ銀行保
証付)
(注)１．

 16.6.29
15,000

 (10,000)

5,000

（5,000)　
0.81   あり  21.6.29

 ㈱エムアイ

フードシステ

ム

 第２回社債

(みずほ銀行保
証付)
(注)１．

 17.3.15
50,000

    (50,000) 
0 1.62   あり  20.3.14

 ㈱エムアイ

フードシステ

ム

 第３回社債

(みずほ銀行保
証付)

 18.3.15 100,000
100,000

　(100,000)
1.96   あり  21.3.13

 ㈱エムアイ

フードシステ

ム

 第３回社債

(三菱東京UFJ
銀行保証付

)(注)１．

 17.9.30
30,000

 （10,000)

20,000

（10,000)　

 変動利率

平成21年3月
26日現在

1.00583

 なし  22.9.30

 ㈱エムアイ

フードシステ

ム

 第４回社債

(三菱東京UFJ
銀行保証付

)(注)１．

 17.12.30
30,000

 (10,000)

20,000

(10,000)　

 変動利率

平成20年12月
25日現在

0.9925

 なし  22.12.30

 合計(注１)   ―   ―
225,000

 (80,000)

145,000

(125,000)　
  ―  ―   ―

 (注)１．(　)内書は、１年以内の償還予定額であります。
 　　２．連結決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。

１年以内

(千円)
１年超２年以内

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内

(千円)

125,000 20,000 ― ― ―

【借入金等明細表】

区分
前期末残高

（千円）

当期末残高

（千円）

平均利率

（％）
返済期限

短期借入金 ―　 ―　 ―　 ―　

１年以内に返済予定の長期借入金 307,685 330,103 1.92 ―

１年以内に返済予定のリース債務　 ― ― ―　 ―　

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 882,250 892,207 1.92
平成22年～
平成34年

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） ― ― ―　 ―　

その他有利子負債(割賦未払金) 85,401 11,168 28.43
平成21年～
平成22年

合　計 1,275,337 1,233,478 ― ―

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおり

であります。

　
１年超２年以内

（千円）

２年超３年以内

（千円）

３年超４年以内

（千円）

４年超５年以内

（千円）

長期借入金 264,258 190,576 110,713 51,212

合計 264,258 190,576 110,713 51,212
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（２）【その他】

該当事項はありません。
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  
前事業年度

（平成20年２月29日）
当事業年度

（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

（資産の部） 　       

Ⅰ　流動資産 　       

１．現金及び預金 　  1,039,170   827,486  

２．売掛金 ※２  102,009   89,894  

３．商品 　  131,231   143,061  

４．貯蔵品 　  10   10  

５．前払費用 　  81,149   80,630  

６．繰延税金資産 　  15,371   44,682  

７．短期貸付金 ※２  253,953   271,617  

８．その他 ※２  77,354   67,448  

流動資産合計 　  1,700,251 33.4  1,524,832 29.3

Ⅱ　固定資産 　       

１．有形固定資産 　       

(1)建物 ※１ 1,540,818   1,578,958   

　 減価償却累計額 　 638,859 901,959  756,817 822,141  

(2)機械及び装置 　 2,235   1,959   

　 減価償却累計額 　 1,068 1,167  1,116 842  

(3)車両運搬具 　 41,220   42,514   

　 減価償却累計額 　 26,218 15,001  32,124 10,389  

(4)工具器具及び備品 ※１ 414,891   421,515   

　 減価償却累計額 　 248,618 166,272  313,709 107,805  

(5)土地 ※１  577,891   577,891  

(6)建設仮勘定 　  1,155   ―  

有形固定資産合計 　  1,663,447 32.7  1,519,070 29.2

２．無形固定資産 　       

　(1)のれん 　  ―   69,604  

(2)商標権 　  2,857   2,436  

(3)ソフトウェア 　  14,872   15,171  

(4)その他 　  1,290   1,290  

無形固定資産合計 　  19,020 0.4  88,502 1.7
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前事業年度

（平成20年２月29日）
当事業年度

（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

３．投資その他の資産 　       

(1)関係会社株式 　  107,319   645,119  

(2)出資金 　  3,295   3,295  

(3)関係会社長期貸付金 　  790,000   520,000  

(4)長期前払費用 　  16,444   10,523  

(5)繰延税金資産 　  27,947   119,170  

(6)敷金保証金 ※１  752,971   772,958  

(7)その他 　  2,475   4,296  

投資その他の資産合計 　  1,700,452 33.5  2,075,364 39.8

固定資産合計 　  3,382,920 66.6  3,682,937 70.7

資産合計 　  5,083,172 100.0  5,207,770 100.0

　 　       

（負債の部） 　       

Ⅰ　流動負債 　       

１．買掛金 　  118,877   119,135  

２．１年内返済予定
長期借入金

※１  289,126   242,683  

３．未払金 　  131,846   166,219  

４．未払費用 　  34,193   19,143  

５．未払法人税等 　  135,600   331,036  

６．未払消費税等 　  49,593   31,884  

７．預り金 　  32,390   14,344  

８．前受収益 　  67,360   69,137  

９．その他 　  12,028   4,404  

流動負債合計 　  871,016 17.2  997,989 19.1
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前事業年度

（平成20年２月29日）
当事業年度

（平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅱ　固定負債 　       

１．長期借入金 ※１  874,750   632,067  

２．長期未払金 　  1,512   ―  

３．長期前受収益 　  248,091   189,653  

４．預り保証金　 　  20,584   18,031  

５．その他 　  ―   3,182  

固定負債合計 　  1,144,939 22.5  842,934 16.2

負債合計 　  2,015,956 39.7  1,840,923 35.3

　 　       

（純資産の部） 　       

Ⅰ　株主資本 　       

１．資本金   1,160,681 22.8  1,160,691 22.3

２．資本剰余金 　       

(1）資本準備金 　 1,219,751   1,219,761   

資本剰余金合計 　  1,219,751 24.0  1,219,761 23.4

３．利益剰余金 　       

(1）利益準備金 　 370   370   

(2）その他利益剰余金 　       

繰越利益剰余金 　 805,236   1,104,846   

利益剰余金合計 　  805,606 15.8  1,105,216 21.2

４．自己株式 　  △118,821 △2.3  △118,821 △2.2

株主資本合計 　  3,067,216 60.3  3,366,846 64.7

純資産合計 　  3,067,216 60.3  3,366,846 64.7

負債純資産合計 　  5,083,172 100.0  5,207,770 100.0
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②【損益計算書】

  
前事業年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅰ　売上高 　       

１．店舗売上高 　 4,725,620   4,798,306   

２．卸売事業売上高 　 115,028   159,741   

３．その他 　 75,063 4,915,711 100.0 49,086 5,007,135 100.0

Ⅱ　売上原価 　       

１．商品売上原価 　       

(１)商品期首たな卸高 　 87,806   131,231   

(２)当期商品仕入高 　 1,400,282   1,386,220   

合計 　 1,488,089   1,517,451   

(３)商品期末たな卸高 　 131,231 1,356,857 27.6 143,061 1,374,390 27.5

売上総利益 　  3,558,854 72.4  3,632,745 72.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　       

１．役員報酬 　 135,098   141,000   

２．給与手当 　 1,041,396   1,136,799   

３．地代家賃 　 734,278   732,969   

４．減価償却費 　 290,417   252,175   

５．水道光熱費 　 174,592   176,409   

６．備品消耗品費 　 65,019   68,838   

７．広告宣伝費 　 112,849   109,617   

８．リース料 　 73,009   64,523   

９．のれん償却額 　 ―   6,327   

１０．その他 　 543,374 3,170,035 64.5 588,453 3,277,115 65.4

営業利益 　  388,818 7.9  355,629 7.1
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前事業年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

Ⅳ　営業外収益 　       

１．受取利息 ※３ 26,256   21,546   

２．受取配当金 　 60   60   

３．協賛金収入 　 58,365   63,877   

４．その他 　 5,898 90,580 1.9 10,703 96,187 1.9

Ⅴ　営業外費用 　       

１．支払利息 　 26,602   18,536   

２．その他 　 2,416 29,018 0.6 645 19,182 0.4

経常利益 　  450,380 9.2  432,634 8.6

Ⅵ　特別利益 　       

１．損害賠償金 　 190,000 190,000 3.8 350,000 350,000 7.0

Ⅶ　特別損失 　       

１．固定資産除却損 ※１ 52,448   42,643   

２．固定資産売却損 ※２ 4,704   －   

３．解約違約金 　 62,013   6,946   

４．減損損失 ※４ 65,580   64,112   

５．店舗閉鎖損失 　 －   18,167   

６．その他 　 977 185,725 3.8 19,084 150,954 3.0

税引前当期純利益 　  454,654 9.2  631,680 12.6

法人税、住民税及び事業
税

　 243,000   280,911   

過年度法人税等 　 －   171,694   

法人税等調整額　 　 △20,518 222,482 4.5 △120,535 332,070 6.6

当期純利益 　  232,172 4.7  299,609 6.0
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他

利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益

剰余金

平成19年２月28日残高
（千円）

1,160,631 1,219,751 370 573,063 573,433 △30,401 2,923,414 2,923,414

事業年度中の変動額         

新株の発行 50 － － － － － 50 50

当期純利益 － － － 232,172 232,172 － 232,172 232,172

自己株式の取得 － － － － － △88,420 △88,420 △88,420

事業年度中の変動額合計
（千円）

50 － － 232,172 232,172 △88,420 143,801 143,801

平成20年２月29日残高
（千円）

1,160,681 1,219,751 370 805,236 805,606 △118,821 3,067,216 3,067,216

当事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21年２月28日）

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本合計
資本準備金 利益準備金

その他

利益剰余金 利益剰余金
合計繰越利益

剰余金

平成20年２月29日残高
（千円）

1,160,681 1,219,751 370 805,236 805,606 △118,821 3,067,216 3,067,216

事業年度中の変動額         

新株の発行 10 10 － － － － 20 20

当期純利益 － － － 299,609 299,609 － 299,609 299,609

事業年度中の変動額合計
（千円）

10 10 － 299,609 299,609 － 299,629 299,629

平成21年２月28日残高
（千円）

1,160,691 1,219,761 370 1,104,846 1,105,216 △118,821 3,366,846 3,366,846
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

(1)子会社株式及び関連会社株式
　移動平均法による原価法を採用しており

ます。

(2)その他有価証券
　時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用しており

ます。

(1)子会社株式及び関連会社株式
同左

 

(2)その他有価証券
同左

２．デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

デリバティブ

　時価法を採用しております。

デリバティブ

同左

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品及び貯蔵品

①店舗在庫

　最終仕入原価法による原価法を採用して

おります。

商品及び貯蔵品

①店舗在庫

同左

 ②倉庫在庫

　総平均法による原価法を採用しておりま

す。

②倉庫在庫

同左

４．固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産
　定率法（ただし、平成10年４月１日以降
に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用しております。

(1)有形固定資産
　定率法（ただし、平成10年４月１日以降
に取得した建物（附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用しております。
 　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　３～27年
機械及び装置　　　　７～10年
車両運搬具　　　　　２～６年

工具器具及び備品　　３～15年

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　３～27年
機械及び装置　　　　７～10年
車両運搬具　　　　　２～６年

工具器具及び備品　　２～15年
 

 （会計方針の変更）

　当事業年度より、平成19年度の税制改正
に伴い、平成19年４月１日以降に取得した
有形固定資産については、改正後の法人税

法に規定する減価償却の方法によってお

ります。

　なお、この変更に伴う営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益に与える影響は軽

微であります。

―

 ― （追加情報）

　法人税法の改正に伴い、平成19年３月31
日以前に取得した有形固定資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却の

方法の適用により取得価額の５％に到達

した事業年度の翌事業年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し減価償却費に含め

て計上することにしております。

　これによる損益に与える影響は軽微であ

ります。
 (2)無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアの耐用年

数は、社内における利用可能期間（５年）

に基づくものであります。

(2)無形固定資産
同左

 (3)長期前払費用
　定額法を採用しております。

(3)長期前払費用
同左

５．繰延資産の処理方法 株式交付費

　支払時に全額費用処理しております。

株式交付費

同左
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項目
前事業年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

６．引当金の計上基準 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一

般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計

上しております。

貸倒引当金

同左

７．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。

同左

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

表示方法の変更

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

（貸借対照表）
 流動資産の「預け金」は金額的重要性が乏しいため、当
事業年度より流動資産の「その他」に含めて表示してお
ります。
　なお、当事業年度末の「預け金」の金額は、2,556千円で
あります。

―

 (損益計算書)

「固定資産除却損」及び「固定資産売却損」は、前事業

年度まで特別損失の「固定資産除売却損」として表示す

ることとしておりましたが、当事業年度からそれぞれ区

分掲記することとしました。

　なお、前事業年度の特別損失の「固定資産除売却損」

6,761千円は、全額「固定資産除却損」であります。
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成20年２月29日）

当事業年度
（平成21年２月28日）

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

※１　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

建物 29,737 千円

工具器具及び備品 149 千円

土地 555,497千円

敷金保証金 41,628千円

計 627,012千円

建物 28,343 千円

工具器具及び備品 111 千円

土地 555,497千円

計 583,953千円

上記に対応する債務は次のとおりであります。 上記に対応する債務は次のとおりであります。

１年内返済予定長期借入金 56,566千円

長期借入金 427,480千円

計 484,047千円

１年内返済予定長期借入金 32,413千円

長期借入金 395,067千円

計 427,480千円

※２　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたも

ののほか、次のものがあります。

※２　関係会社項目

　関係会社に対する資産及び負債には区分掲記されたも

ののほか、次のものがあります。

売掛金 7,601千円

短期貸付金 250,000千円

その他 62,562千円
   

短期貸付金 270,000千円

その他資産 60,049千円
   

３　偶発債務

　関係会社株式会社エムアイフードシステムについて、金

融機関等からの借入及びリース債務等に対し334,137千円

の債務保証を行っております。

３　偶発債務

　下記の関係会社について、金融機関からの借入及び

リース債務等に対し、債務保証を行っております。

　 ㈱エムアイフードシステム 209,611千円

㈱デイ・マックス 374,921千円

計 584,532千円
   

　

　― 　４　当座貸越契約

　　　　運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行１行と

当座貸越契約を締結しております。当事業年度末日

における、当座貸越契約に係る借入金未実行残高は

次のとおりであります。 

当座貸越契約の

総額
500,000千円

借入実行残高 ―　

差引額 500,000千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

※１　固定資産除却損の内訳

建物 47,265千円

機械及び装置 343千円

車両運搬具 365千円

工具器具及び備品 3,834千円

その他 640千円

計 52,448千円

※１　固定資産除却損の内訳

建物 35,265千円

機械及び装置 22千円

車両運搬具 331千円

工具器具及び備品 7,023千円

計 42,643千円

※２　固定資産売却損の内訳

工具器具及び備品 4,704千円

  　

※２　　　　　　　　　　―

※３　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

受取利息 25,709千円

　   

※３　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて

おります。

受取利息 21,210千円

　   

※４　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループにお　い

て減損損失を計上しました。

 (1)減損損失を認識した資産又は資産グループの概要

 用途  種類  場所

 営業店舗

 建物、機械及び装置、

工具器具及び備品、

リース資産

東京都千代田区

※４　減損損失

　当事業年度において、当社は以下の資産グループにお　い

て減損損失を計上しました。

 (1)減損損失を認識した資産又は資産グループの概要

 用途  種類 場所

営業店舗  建物、工具器具及び

備品、リース資産
 東京都新宿区

営業店舗  建物、工具器具及び

備品、リース資産

埼玉県さいたま

市浦和区

 (2)減損損失を認識するに至った経緯

　賃貸人の事情により、賃貸借契約が継続不能となり、平成

20年３月31日に閉店することと致しました。

 (2)減損損失を認識するに至った経緯

　当社は、資産のグルーピングを、各店舗単位で行っており

ます。

　上記店舗につきましては、閉店の決定又は収益性の低下に

より事業資産の回収可能性が認められなくなったものであ

り、帳簿価額の全額を減損損失として計上しております。

 (3)減損損失の金額及び内訳

 種類  金額（千円）

 建物 56,470

 機械及び装置 223

 工具器具及び備品 6,119

 リース資産 2,766

 計 65,580

 (3)減損損失の金額及び内訳

 種類  金額（千円）

 建物 49,360

 工具器具及び備品 9,007

 リース資産 5,744

 計 64,112

 (4)資産のグルーピング方法

　当社はキャッシュ・フローを生み出す最小単位として、主

として店舗を基本単位としてグルーピングしております。

 (4)資産のグルーピング方法

　　　　　　　　　　　　同左

 (5)回収可能価額の算定方法

　資産グループの回収可能価額は使用価値により測定して

おります。

　なお、割引率は５％を使用しております。

 (5)回収可能価額の算定方法

　資産グループの回収可能価額は使用価値により測定して

おります。

　将来キャッシュ・フローに基づく使用価値がマイナスで

あるため回収可能価額を零と評価しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自 平成19年３月１日　至 平成20年２月29日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式（注） 251 1,086 ― 1,337

合計 251 1,086 ― 1,337

 （注）普通株式の自己株式の増加数1,086株は、すべて取締役会決議による自己株式の取得によるものであります。

当事業年度（自 平成20年３月１日　至 平成21年２月28日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前事業年度末株式
数（株）

当事業年度増加株
式数（株）

当事業年度減少株
式数（株）

当事業年度末株式
数（株）

普通株式 1,337 － － 1,337

合計 1,337 － － 1,337
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引（借主側）

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

減損損失

累計額相

当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

機械及び装置 60,942 40,980 ― 19,962

工具器具及び

備品
217,842 92,797 2,766 122,278

ソフトウェア 8,927 4,016 ― 4,911

合計 287,713 137,795 2,766 147,151

 
取得価額

相当額

（千円）

減価償却

累計額相

当額

（千円）

減損損失

累計額相

当額

（千円）

期末残高

相当額

（千円）

機械及び装置 23,677 9,452 ― 14,224

工具器具及び

備品
274,137 159,810 5,330 108,997

ソフトウェア 7,690 4,494 ― 3,195

合計 305,504 173,757 5,330 126,416

２．未経過リース料期末残高相当額等

 　　　未経過リース料期末残高相当額

２．未経過リース料期末残高相当額等

 　　　未経過リース料期末残高相当額

１年内 54,831千円

１年超 100,220千円

合計 155,052千円

リース資産減損勘定の残高 2,766千円

１年内       54,953千円

１年超       81,154千円

合計      136,107千円

リース資産減損勘定の残高      5,006千円

― ※上記リース資産減損勘定の残高の他に、注記省略取引に

係るリース資産減損勘定の残高1,305千円を計上しており

ます。

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息及び減損損失

支払リース料 65,995千円

減価償却費相当額 60,383千円

支払利息相当額 6,375千円

減損損失 2,766千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額、支払利息及び減損損失

支払リース料       62,155千円

リース資産減損勘定の取崩額       2,199千円

減価償却費相当額       57,254千円

支払利息相当額      4,439千円

減損損失      4,439千円
― ※上記減損損失の他に、注記省略取引に係る減損損失　

1,305千円を計上しております。
４．減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４．減価償却費相当額の算定方法

同左

５．利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利

息法によっております。

５．利息相当額の算定方法

同左

６．減損損失について

　リース資産に配分された減損損失は、2,766千円であ
ります。

６．減損損失について

　リース資産に配分された減損損失は、4,439千円であ
ります。

（有価証券関係）

前事業年度（平成20年２月29日）及び当事業年度（平成21年２月28日）における子会社株式及び関連会社株式で

時価のあるものはありません。

EDINET提出書類

株式会社一六堂(E03455)

有価証券報告書

76/90



（税効果会計関係）

前事業年度
(平成20年２月29日)

当事業年度
(平成21年２月28日)

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産   

未払事業税 12,207千円

未払事業所税 2,766千円

減価償却超過額 910千円

繰延資産償却超過額 118千円

減損損失 26,684千円

その他 631千円

繰延税金資産合計 43,318千円

繰延税金資産の純額 43,318千円

繰延税金資産   

未払事業税 12,861千円

未払事業所税 3,038千円

減価償却超過額 19,979千円

減損損失 26,665千円

前受収益 100,948千円

その他 359千円

繰延税金資産合計 163,853千円

繰延税金資産の純額 163,853千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
0.2％

住民税均等割 2.6％

留保金課税 3.6％

その他 1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
48.9％

法定実効税率 40.7％

（調整）   

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
0.2％

住民税均等割 1.1％

留保金課税 3.1％

過年度法人税等 7.4％　

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
52.6％

（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり純資産額 35,976.97円

１株当たり当期純利益金額 2,715.45円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額

2,430.51円

１株当たり純資産額 39,487.78円

１株当たり当期純利益金額 3,514.23円

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額

3,146.79円

　（注）　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであ
ります。

 
前事業年度

（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

１株当たり当期純利益金額   
当期純利益（千円） 232,172 299,609
普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―
普通株式に係る当期純利益（千円） 232,172 299,609
期中平均株式数（株） 85,501 85,256
　   
潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   
　当期純利益調整額（千円） ― ―
　普通株式増加数（株） 10,024 9,955
　（うち新株予約権） (10,024) (9,955)
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在
株式の概要

 第４回ストックオプション
 普通株式　474株

 第４回ストックオプション
 普通株式　437株
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（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成19年３月１日
至　平成20年２月29日）

当事業年度
（自　平成20年３月１日
至　平成21年２月28日）

（株式会社デイ・マックス及び有限会社エム・ジェイの株
式取得並びに子会社化）
　平成20年３月６日開催の取締役会において株式会社デイ
・マックス及び有限会社エム・ジェイの株式（持分）を取
得、子会社化することを決議し、平成20年３月26日、両社の
株式を取得いたしました。
 
(1)取得の目的
　株式会社デイ・マックス及び有限会社エム・ジェイは、当
社の「店舗出店ポリシー」に合致するような店舗を計17店
舗運営し、ますます厳しさを増す外食産業の中、特に材料及
び人材等分野におけるスケールメリットの享受等により、
さらなる利益率上昇を目論むものであります。
 
(2)株式の取得先
　 株式会社ヤマノホールディングス
　　
(3)取得する株式の事業内容、概要
　・株式会社デイ・マックス
　①商号　　　　　：株式会社デイ・マックス
　②所在地　　　　：東京都豊島区西池袋一丁目３番５号
　③事業内容　　　：飲食店の経営
　④資本金　　　　：40百万円
　⑤事業年度の末日：３月31日
　⑥事業規模（平成19年３月期）
　　売上高　　　　1,451百万円
  ⑦取得価額　　　　490百万円

―

　・有限会社エム・ジェイ
　①商号　　　　　：有限会社エム・ジェイ
　②所在地　　　　：東京都杉並区久我山四丁目29番37号
　③事業内容　　　：飲食店の経営
　④資本金　　　　：３百万円
　⑤事業年度の末日：３月31日
（平成20年３月期より事業年度を５月末から３月末に変
更）
　⑥事業規模（平成19年５月期）
　　売上高　　　　　 47百万円
　⑦取得価額　　　　 10百万円
　　 
(4)取得する株式の数及び取得後の持分比率
　・株式会社デイ・マックス　
　　　取得株式数　　　　80,000株
　　　取得後持分比率　　　100.0％
　・ 有限会社エム・ジェイ
    　取得株式数　　　　    60株
　　  取得後持分比率    　100.0％
 
(5)取得資金の調達方法
　 自己資金

 

（賃貸契約の終了に伴う解約金の受取り）
 賃貸人の事情により、賃貸借契約が継続不能となり、平成
20年３月31日に閉店した「八吉秋葉原ワシントンホテル
店」について、平成20年４月30日に賃貸人との賃貸契約が
終了し、合計350百万円の解約金を受取りました。
これにより、翌事業年度（自　平成20年３月１日　至　平成21
年２月28日）において、特別利益が350百万円が発生する見
込みとなります。

―

EDINET提出書類

株式会社一六堂(E03455)

有価証券報告書

78/90



④【附属明細表】

【有価証券明細表】

 該当事項ありません。

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
前期末残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末残
高（千円）

有形固定資産        

建物 1,540,818 168,016
129,876

(49,360)　
1,578,958 756,817 163,311 822,141

機械及び装置 2,235 － 276 1,959 1,116 302 842

車両運搬具 41,220 5,988 4,694 42,514 32,124 10,269 10,389

工具器具及び備品 414,891 32,741
26,116

(9,007)　
421,515 313,709 74,029 107,805

土地 577,891 － － 577,891 － － 577,891

建設仮勘定 1,155 － 1,155 － － － －

有形固定資産計 2,578,212 206,745
162,118

(58,368)　
2,622,839 1,103,769 247,912 1,519,070

無形固定資産        

のれん － 75,932 － 75,932 6,327 6,327 69,604

商標権 3,453 － 83 3,369 933 336 2,436

ソフトウェア 18,329 4,223 － 22,552 7,381 3,925 15,171

その他 1,290 － － 1,290 － － 1,290

無形固定資産計 23,073 80,156 83 103,145 14,642 10,589 88,502

長期前払費用 46,150 4,392 － 50,543 40,019 10,313 10,523

　（注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

資産の種類 店舗又は営業所名 金額(千円)

 建物

 のど黒屋　銀座本店 69,319

 天地旬鮮　八吉　名古屋太閤口店 48,298

 黒き　名古屋太閤口店 18,156

 工具器具及び備品

 のど黒屋　銀座本店 11,587

 天地旬鮮　八吉　名古屋太閤口店 6,844

 黒き　名古屋太閤口店 3,015

　　　　２．株式会社デイ・マックスからの事業譲受により増加した資産は次のとおりであります。

資産の種類 店舗又は営業所名 金額(千円)

 建物  天地旬鮮　八吉　町田店 25,688

 工具器具及び備品 　(同上） 6,885

 のれん 　(同上） 75,932

　　　　３．当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

資産の種類 店舗又は営業所名 金額(千円)

 建物  天地旬鮮　八吉　新橋店 29,655

 工具器具及び備品 　(同上） 8,135

　　　　４．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。　　　

【引当金明細表】

　該当事項はありません。
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（２）【主な資産及び負債の内容】

①流動資産

イ．現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 49,499

預金  

当座預金 23,283

普通預金 679,172

定期預金 10,031

定期積立預金 65,500

小計 777,987

合計 827,486

ロ．売掛金

　相手先別内訳

相手先 金額（千円）

三井住友カード株式会社 31,669

株式会社ジェーシービー 19,758

株式会社ディーシーカード 15,139

株式会社エムアイフードシステム 6,161

藤田観光株式会社 5,779

その他 11,386

合計 89,894

　　売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

前期繰越高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

次期繰越高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

─────
(A) ＋ (B)

× 100

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

102,009 2,108,129 2,120,245 89,894 95.93 16.61

　（注）　当期発生高には消費税等が含まれております。

ハ．商品

品目 金額（千円）

酒・飲料類 35,320

肉・魚介類等食材 107,741

合計 143,061

ニ．貯蔵品
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品目 金額（千円）

店舗置きタバコ 10

合計 10

ホ．短期貸付金

相手先  金額(千円)

株式会社エムアイフードシステム 270,000

その他 1,617

合計 271,617

②固定資産

イ．関係会社株式

相手先 金額（千円）

株式会社デイ・マックス 536,844

株式会社エムアイフードシステム 66,495

株式会社柚屋 20,000

有限会社エム・ジェイ 10,956

株式会社ジェイエフピー 10,824

合計 645,119

ロ．関係会社長期貸付金

相手先  金額(千円)

株式会社エムアイフードシステム 520,000

合計 520,000

ハ．敷金保証金

区分 金額（千円）

店舗 754,719

その他 18,238

合計 772,958

③流動負債

イ．買掛金

相手先 金額（千円）

株式会社さかい屋 12,812

株式会社久世 12,206

株式会社ぬ利彦 12,017

株式会社コダマ 11,544

株式会社柚屋 10,962

その他 59,592

合計 119,135
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ロ．未払法人税等

区分 金額（千円）

未払法人税 105,913

未払住民税 28,691

未払事業税 32,803

過年度法人税等 163,627

合　計 331,036

④固定負債

長期借入金及び１年以内返済予定長期借入金

相手先
金額（千円）

 長期借入金 1年以内返済予定長期借入金 

信金中央金庫 395,067 30,053

みずほ銀行 142,000 121,220

三井住友銀行 95,000 60,000

千葉銀行 ― 15,000

商工中金 ― 14,050

東京シティ信用金庫 ― 2,360

合計 632,067 242,683
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（３）【その他】

該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 　３月１日から２月29日まで

定時株主総会 　毎決算期の翌日から３ヶ月以内

基準日 　２月末日

剰余金の配当の基準日
　８月31日

　２月28日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り  

取扱場所 (特別口座)

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　みずほ信託銀行株式会社　本店

株主名簿管理人 (特別口座)

東京都中央区八重洲一丁目２番１号

　みずほ信託銀行株式会社

取次所 ―

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、電子公告によることができない事故その他の

やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載してする。なお、電

子公告は当社のホームページ(http://www.ichirokudo.com/)において提供して

おります。

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社は、親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)有価証券報告書及びその添付書類

 事業年度（第14期）（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）平成20年５月30日関東財務局長に提出。

(2)訂正有価証券報告書

 事業年度（第13期）（自　平成18年３月１日　至　平成19年２月28日）平成20年10月31日関東財務局長に提出。

 事業年度（第14期）（自　平成19年３月１日　至　平成20年２月29日）平成20年10月31日関東財務局長に提出。

(3)半期報告書

（第15期中）（自　平成20年３月１日　至　平成20年８月31日）平成20年11月27日関東財務局長に提出。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成20年５月30日

株式会社　一六堂    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松本　保範　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 瀬戸　卓　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社一六堂の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

一六堂及び連結子会社の平成20年２月29日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

  追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年３月６日開催の取締役会において株式会社デイ・マックス及び

有限会社エム・ジェイの株式（持分）を取得、子会社化することを決議し、平成20年３月26日、同社の株式を取得した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成21年５月28日

株式会社　一六堂    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松本　保範　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 瀬戸　卓　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社一六堂の平成20年３月１日から平成21年２月28日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照

表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

  当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

一六堂及び連結子会社の平成21年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成20年５月30日

株式会社　一六堂    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松本　保範　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 瀬戸　卓　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社一六堂の平成19年３月１日から平成20年２月29日までの第14期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社一六

堂の平成20年２月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

 追記情報

　重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成20年３月６日開催の取締役会において株式会社デイ・マックス及び

有限会社エム・ジェイの株式（持分）を取得、子会社化することを決議し、平成20年３月26日、同社の株式を取得した。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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 独立監査人の監査報告書 

   平成21年５月28日

株式会社　一六堂    

 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 松本　保範　　印

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 瀬戸　卓　　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社一六堂の平成20年３月１日から平成21年２月28日までの第15期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社一六

堂の平成21年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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